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序論 策定趣旨 

第１章 策定の背景、国の動向 

日本の人口は、平成 20年の 1億 2,808 万人をピークに減少に転じています。また合計特殊出生率は平
成 17年に 1.26 と過去最低値となった後、平成 27年には 1.45 まで上昇したものの、平成 30年には 1.42
と微減しています。今後、出産適齢期の女性が大幅に減少することから、少子化も大きな課題となってい
ます。 
これらを背景に、人口減少に歯止めをかけ、それぞれの地域で住みよい環境を確保し、将来に渡り活
力ある日本社会を維持していくことを目的として、国では「まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法
律第 136 号）」を制定し、まち・ひと・しごと創生本部が設置されました。平成 26年 12 月 27 日に
は、人口の現状と将来の展望を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（以下「長期ビジョ
ン」という。）及び今後 5か年の政府の施策の方向を提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以
下「総合戦略」という。）が閣議決定されました。これに伴い、本町でも八丈町人口ビジョン/八丈町ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「人口ビジョン/第 1期総合戦略」という。）を平成 28年 3月に
策定しました。 
その後、国の長期ビジョン及び総合戦略の策定から約 5年が経過し、国においては、長期ビジョン（令
和元年改訂版）及び第 2 期まち・ひと・しごと創生総合戦略が令和元年 12 月 20 日に閣議決定されまし
た。国の第 2 期総合戦略においても、長期ビジョンの下に今後 5 年間の基本目標や施策を総合戦略とし
て掲げ実行する現行の取組が維持されるとともに、地方公共団体においても、平成 26年以降の状況変化
を踏まえて、次期地方版総合戦略の策定が求められています1。 
 

第２章 策定趣旨 

国勢調査をみると、本町の人口は、第二次大戦後の引き揚げ者などの流入によって、昭和 25年に 12,887
人のピークに達しました。しかし、その後次第に減少し始め、平成 2 年には 1 万人の大台を割り、平成
17 年には 9 千人を割りました。平成 27 年には 7,613 人となり、今後もさらに減少傾向が続くものと予
測されています。 
本町では、平成 28年 3月に人口ビジョン・第 1期総合戦略を策定してからの状況の変化、また実施し
た施策の評価を踏まえ、5年間で止めることができなかった人口減少に歯止めをかけ、本町が活力ある社
会の形成に寄与できるよう様々な課題に取り組む必要があります。定住人口の維持に加え、交流人口や関
係人口の拡大、若い世代が安心して本町で働くことができ、結婚・出産・子育てをきめ細かくサポートで
きる地域社会を目指し、本町の人口の現状と将来の姿を改めて分析し、人口減少に関する基本認識の共有
を図るとともに、目指す未来に向かって取り組むべき施策の方向性を示す「八丈町人口ビジョン（令和 3
年度改定版）」（以下「人口ビジョン（令和 3年度改訂版）」という。）を策定します。また「第 2期八丈町
まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「第 2期総合戦略」という。）では、第 1期総合戦略の評価結果
も踏まえ、人口減少・少子高齢化がもたらす課題の解決に向けた、具体的な施策の取組内容及び目標を示
します。 

                                                       
1 一部表現を地方人口ビジョンの策定のための手引き（令和元年 12月 内閣府地方創生推進室）より引用しています。 
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第３章 対象期間 

国のまち・ひと・しごと創生長期ビジョンにおいては、40年後（令和 42 年）に 1億人程度の人口維持
が目標に掲げられています。本町においても国の目指すところと同じ目標年を設定して人口減少に取り
組むため、人口ビジョン（令和 3年度改訂版）は令和 42年までを対象期間として設定することとします。 
また、第 2期総合戦略については、令和 3年度を初年度とする今後 5か年の目標や施策を策定します。 
 

第４章 策定の体制 

第 2期総合戦略は、第 1期総合戦略の検証・評価を行い、その結果をもとに担当課で八丈町基本構
想・基本計画と整合性のある施策を検討し、町長、副町長、管理職等で構成する八丈町地域創生本部で
の議論を経て、策定を行いました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 1 第 2 期総合戦略策定体制  

本部長：町長 
副本部長：副町長 
本部員：公営企業管理者、教育長、全管理職 
事務局：企画財政課 
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第５章 推進体制 

第 2期総合戦略について、町民をはじめ産業界・行政機関・金融機関・メディア（産官学金言）等幅広
い各層が連携することで、本町のまち・ひと・しごと創生を効果的に推進します。 
第 2期総合戦略において設定した客観的な重要業績評価指標（KPI）や数値目標等をもとに、実施した
施策の効果を適切に評価・検証改善を図る PDCA サイクル（計画策定（Plan）、推進（Do）、評価（Check）、
改善（Action）のサイクル）を確立します。 
 

  
図表 2 第 2 期総合戦略推進体制 

 

 
図表 3 第 2 期総合戦略の PDCAサイクル 

  

有識者等

八丈町

地域創生本部
・ 庁内最終意思決定
・ 各種計画との整合
性確認

事務局
・ 総合戦略推進
・ 施策の取りまとめ

各担当課
・ 施策の実施

八丈町議会
意見

実施報告

町民
総合開発
審議会

各関連団体

評価・ 意見

実施報告

Plan（ 計画策定） 総合戦略を策定し 客観的な重要業績評価指標（ KPI） 及び数値目標を設定し ます。

Do（ 推進） 総合戦略の各施策を実施します。

Check（ 評価） 重要業績評価指標（ KPI） の達成度を検証し 、 総合戦略の成果を評価します。

Actio n （ 改善） 評価結果を踏まえ、 必要に応じ て総合戦略及び施策の見直し を行います。

総合戦略の継続的な推進・ 改善
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第 6章 位置づけ 

第 2期総合戦略は、上位計画である基本構想・基本計画を踏まえながら、特に人口減少・少子高齢化
に対応する取組を具体化し、実施していくためのものです。 
また、第 2期総合戦略は、人口ビジョン（令和３年度改訂版）を含める八丈町各種計画・プラン・ビ
ジョン等と連携し、施策を推進します。 
 

 
図表 4 人口ビジョン（令和 3年度改訂版）と第 2期総合戦略の位置づけ 

  

八丈町基本構想

＜策定期間＞
令和３ 年度～令和12年度

本町の将来の目標及び目標達成のための基本的方
向を明らかにすることによって、 総合的・ 計画的な
行政の運営を図るとともに、 町民生活の展望を示し
ます。

＜基本方向＞
①住民が主役の町
②島を生かす町
③歴史と文化を生かす町
④クリーンアイランド を目指す町
⑤持続可能な開発目標（ SDGs）

第2期八丈町まち・ ひと ・ しごと創生総合戦略

＜策定期間＞
令和３ 年度～令和７ 年度

上位計画である基本構想・ 基本計画を踏襲しつつ、
人口ビジョ ンで示した人口減少に対する基本的な視
点を踏まえ、 今後取り組む基本目標・ 横断的な目標
及び具体的な施策を示します。

＜基本目標＞
①産業振興による安定した雇用の創出
②定住促進・ 島外からの移住受入推進
③若い世代の結婚・ 出産・ 子育ての支援
④活力のある安心・ 安全な地域社会の形成

＜横断的な目標＞
①多様な人材が活躍する地域社会の形成
②地域における新技術の活用・ 持続可能なまちづく
りの推進

八丈町基本計画

＜策定期間＞
前期： 令和3年度～令和7年度
後期： 令和8年度～令和12年度

基本構想で定めた各種施策の基本方針をもとに、
基本的な取組施策を分野別に体系化して示します。

＜施策の大綱（ 将来像） ＞
①みどり豊かな町（ 都市基盤像）
②あたたかい町（ 生活像）
③文化の香り高い町（ 文化・ 教育像）
④いきいきと した町（ 産業像）
⑤明るい町（ 行財政・ 機構像）

八丈町人口ビジョ ン（ 令和３ 年度改訂版）

＜策定期間＞
令和42年まで

本町におけるまち・ ひと ・ しごと創生に向け、 人
口減少の現状・ 課題を整理し 、 目指すべき将来展望
への基本的視点を提示します。

＜基本的視点＞
①転出の抑制と転入の促進
②子育て世帯のU・ I・ Jターン促進
③合計特殊出生率の維持
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Ⅰ．八丈町人口ビジョン 

第 1部 人口の現状分析 

第 1章 人口の推移 

１ 総人口の推移 
本町の人口は、国勢調査2をみると、昭和 25 年をピークに減少傾向で推移しており、平成 27 年は

7,613 人となっています。世帯数は、昭和 55 年以降微増傾向でしたが、平成 12 年より減少傾向に転
じており、平成 27年は 3,913 世帯となっています。 
平成20年以降の住民基本台帳をみると、人口は一貫して減少傾向で推移しており、令和2年は7,223
人となっています。世帯数は、変動しながらも微減傾向で推移し、令和 2年は 4,218 世帯となってい
ます。 
 

  
図表 5 人口・世帯数の推移 出典「国勢調査結果（平成 27 年）」（総務省統計局） 

 

                                                       
2 国勢調査は住民登録の有無に関係なく調査年の 10月 1日現在に在住の人すべてに対して在住の場所で調査しており、実際の居住者の
状態に則した人口となります。住民基本台帳人口は各市町村に備え付けてある住民基本台帳に登録されている人の数を集計したものと
なります。本書ではその差を明らかにするために、双方のデータを掲載しています。なお、国勢調査の最新データは本書作成時点で平
成 27 年度となっています。 
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図表 6 人口・世帯数の推移 出典「住民基本台帳（令和 2年 4月 1日現在3）」（八丈町） 

 
 
２ 年齢 3区分別人口の推移 
年齢 3区分別人口をみると、年少人口は昭和55年以降減少傾向にありましたが、平成27年は 11.8%
と微増に転じました。平成 27年の生産年齢人口は、51.4%と減少傾向にある一方、老年人口は、平成
27 年に 36.3%と増加傾向になっています。昭和 55 年の時点で既に高齢社会にあり、平成 7年には超
高齢社会となって、高齢化が進んでいます。 
 

年次 
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昭和 55 年 10,244 100.0 2,289 22.3 6,483 63.3 1,472 14.4 
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3 平成 24 年の法律改正により、外国人人口が住民基本台帳人口に含まれるようになったため、平成 24年までは日本人のみ、平成 25 年
より外国人を含んだ人口となっています。 
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図表 7 年齢 3区分別人口の推移表4 出典「国勢調査結果（平成 27 年）」（総務省統計局） 
 

  
図表 8 年齢 3区分別人口の推移グラフ 出典「国勢調査結果（平成 27 年）」（総務省統計局） 

 
 
３ 人口ピラミッド 
人口ピラミッドをみると、いわゆる団塊の世代を中心とした年代である 60歳代後半に大きな“山”が
あり、その子どもに相当する 40歳代前半を中心とする年代（団塊ジュニア）にも小さな“山”がありま
す。また、生産年齢人口は 20歳代前半に大きなくぼみがみられ、30歳代後半以下が少ないことから、
将来的に少子高齢化が進行すると考えられます。 
 

                                                       
4 総数は、平成 17年に 4人、平成 22 年に 2人、平成 27年に 35 人の「不詳人口（年齢「不詳」の人口）」を含んでいます。「不詳人
口」は、割合が低いため小数点第 2位で表記します。0%は表記を省略します。 
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図表 9 人口ピラミッド 5歳階級 出典「国勢調査結果（平成 27年）」（総務省統計局） 

４ 地域別人口の推移 
地域別の人口をみると、平成 27 年では三根地域が 3,600 人、大賀郷地域が 2,490 人、樫立地域が
525 人、中之郷地域が 680 人、末吉地域が 318 人となっています。いずれの地域も減少傾向が続いて
おり、末吉地域は平成 7年から平成 27年にかけて 43.0%減と最も大きく減少しています。 
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図表 10 地域別人口の推移 出典「国勢調査結果（平成 27 年）」（総務省統計局） 
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５ 世帯類型の推移 
平成 22 年から平成 27 年にかけての世帯の動向をみると、一般世帯数が 4.4%減、一般世帯人員が
7.4%減、1世帯当たりの親族人員が 3.1%減といずれも減少しています。 
6 歳未満の親族のいる世帯や 18歳未満の親族のいる世帯は、世帯数、世帯人員のいずれとも減少し
ていますが、65歳以上の親族のいる世帯は、世帯数、世帯人員数のいずれとも増加しています。 

 

 平成 22 年 平成 27 年 
世帯の家族類型別増減率 
（平成 27 年/平成 22 年） 

一般世帯数 4,085 世帯 3,907 世帯 -4.4% 

一般世帯人員 8,068 人 7,474 人 -7.4% 

1 世帯当たり親族人員 1.98 人 1.91 人 -3.1% 

6 歳未満の親族のいる世帯の数 292 世帯 253 世帯 -13.4% 

6 歳未満の親族のいる世帯の人員 1,159 人 1,026 人 -11.5% 

6 歳未満の親族人員 383 人 349 人 -8.9% 

18 歳未満の親族のいる世帯の数 658 世帯 587 世帯 -10.8% 

18 歳未満の親族のいる世帯の人員 2,489 人 2,229 人 -10.4% 

18 歳未満の親族人員 1,177 人 1,070 人 -9.1% 

65 才以上の親族のいる世帯の数 1,850 世帯 1,955 世帯 5.7% 

65 才以上の親族のいる世帯の人員 3,417 人 3,467 人 1.5% 

65 才以上の親族人員 2,493 人 2,641 人 5.9% 
図表 11 世帯類型の推移（平成 27年/平成 22 年） 

出典「国勢調査結果（平成 27 年/平成 22 年）」（総務省統計局） 
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図表 12 世帯の家族類型別増減率（平成 27 年/平成 22 年） 
出典「国勢調査結果（平成 27 年/平成 22 年）」（総務省統計局） 

 
 
６ ひとり親世帯の世帯類型の推移 
平成 22 年から平成 27年にかけてのひとり親世帯の動向をみると、世帯数が 11.5%減、世帯人員が
13.0%減、世帯当たりの親族人員が 2.2%減と、一般世帯と同様にいずれも減少しています。 
 

 平成 22 年 平成 27 年 
ひとり親世帯の増減率 
（平成 27 年/平成 22 年） 

世帯数 393 世帯 348 世帯 -11.5% 
世帯人員 900 人 783 人 -13.0% 
1 世帯当たり親族人員 2.3 人 2.25 人 -2.2% 
6 歳未満の親族のいる世帯の数 19 世帯 16 世帯 -15.8% 
6 歳未満の親族のいる世帯の人員 54 人 47 人 -13.0% 
6 歳未満の親族人員 23 人 18 人 -21.7% 
18 歳未満の親族のいる世帯の数 101 世帯 94 世帯 -6.9% 
18 歳未満の親族のいる世帯の人員 271 人 248 人 -8.5% 
18 歳未満の親族人員 161 人 147 人 -8.7% 

図表 13 ひとり親世帯類型の推移（平成 27 年/平成 22 年） 
出典「国勢調査結果（平成 27 年/平成 22 年）」（総務省統計局） 

-4 .4 %

-7 .4 %

-3 .1 %

-1 3 .4 %

-1 1 .5 %

-8 .9 %

-1 0 .8 %

-1 0 .4 %

-9 .1 %

5 .7 %

1 .5 %

5 .9 %

-1 5% -1 0% -5 % 0 % 5 % 1 0 %

一般世帯数

一般世帯人員

１ 世帯当たり親族人員

６ 歳未満の親族のいる世帯の数

６ 歳未満の親族のいる世帯の人員

６ 歳未満の親族人員

18歳未満の親族のいる世帯の数

18歳未満の親族のいる世帯の人員

18歳未満の親族人員

65才以上の親族のいる世帯の数

65才以上の親族のいる世帯の人員

65才以上の親族人員



八丈町人口ビジョン／まち・ひと・しごと創生総合戦略 

12 

 

  
図表 14 ひとり親世帯の家族類型別増減率（平成 27 年/平成 22年） 
出典「国勢調査結果（平成 27 年/平成 22 年）」（総務省統計局） 
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第 2章 社会増減 

１ 性別・年齢階級別の転入転出の状況 
人口移動について、近年の傾向を把握するため、平成 22年から平成 27年の国勢調査結果に基づい
て 5 歳階級別の純移動率をみると、男性女性ともに、特に高校卒業時の進学や就職による 15 歳から
19 歳の転出が顕著に見られます。一方、20歳から 29 歳は転入超過の傾向になっており、働き世代ま
たは結婚後の子育て世代の転入が多いことを示しています。 

 

  
図表 15 平成 22 年から平成 27 年の純移動率【男性】 

出典「国勢調査結果（平成 27 年/平成 22 年）」（総務省統計局） 
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図表 16 平成 22 年から平成 27 年の純移動率【女性】 

出典「国勢調査結果（平成 27 年/平成 22 年）」（総務省統計局） 
 
 
２ 転入・転出数の推移 
平成 20 年から平成 31 年では、転入・転出数ともに増減を繰り返し、平成 28 年以降は転出超過が
続いています。 
転入は、平成 24年の 428 人から減少傾向となり、平成 31 年は 362 人となっています。転出は、平
成 25年の 474 人から増減を繰り返し、平成 31年には 403 人となっています。 
 

  
図表 17 転入・転出数の推移 出典「住民基本台帳人口移動報告」（総務省統計局）5 

                                                       
5 平成 24 年の法律改正により、外国人人口が住民基本台帳人口に含まれるようになったため、平成 24年までは日本人のみ、平成 25 年
より外国人を含んだ人口となっています。なお、国勢調査結果では、移動人口は平成 22年以降しか統計がなく、推移を示すことが不可
能なため出典元を住民基本台帳移動報告としています。 
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３ 転入元及び転出先の状況 
平成 22 年から平成 27 年の 5 年間の転出入について、転入者の従前住所地は東京都に集中してお
り、604 人、内 326 人が特別区部となっています。 
転出者の移動後の住所地もまた、東京都に集中しており、429 人、内 225 人が特別区部となってい
ます。 
 

  
図表 18 転入者の従前住所地 都道府県別 

出典「国勢調査結果（平成 27 年/平成 22 年）」（総務省統計局） 
 

平成 22 年から平成 27 年の 5 年間の転入について市区町村別にみると、横浜市が最も多い状況で
す。また、東京都特別区部との行き来もみられます。 
 

 転入地域 転入数（人） 
1 位 横浜市 47 
2 位 大田区 38 
3 位 川崎市 37 
4 位 世田谷区 31 
 その他 913 

図表 19 転入者の従前住所地 市区町村別の内訳 
出典「国勢調査結果（平成 27 年/平成 22 年）」（総務省統計局） 
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図表 20 転出者の移動後住所地 都道府県別 

出典「国勢調査結果（平成 27 年/平成 22 年）」（総務省統計局） 
 

 転入地域 転入数（人） 
1 位 横浜市 31 
2 位 世田谷区 25 
2 位 府中市 25 
 その他 720 

図表 21 転出者の移動後住所地 市区町村別の内訳 
出典「国勢調査結果（平成 27 年/平成 22 年）」（総務省統計局） 
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４ 年齢・男女別転入・転出者数 
年齢・男女別に転入者・転出者をみると、転入者は男女ともに 30～39 歳が最も多く、次いで男性は
40～49 歳、女性は 20～29 歳が多くなっています。転出者は男女ともに 20～29 歳、30～39 歳が多
く、男性は 20～29 歳、女性は 30～39 歳が最も多くなっています。 
 

   
図表 22 年齢男女別 転入者数（左）転出者数（右）  

出典「国勢調査結果（平成 27 年度/平成 22 年）」（総務省統計局） 
 

  
図表 23 年齢男女別 転入者・転出者の比較  

出典「国勢調査結果（平成 27 年/平成 22 年）」（総務省統計局） 
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５ 移動人口の転入・転出状況 
平成 22 年に八丈町に住んでいた 8,231 人のうち、平成 27年まで住み続けた人は 5,576 人、八丈町
内で移動があった人は 905 人、町外へ転出した人は 801 人となっています。町外へ転出した人のう
ち、東京都内の市区町村へ転出した人は 429 人、都外へ転出した人は 372 人となっています。 
 

 総数（男女別） 男 女 
5 年前（平成 22 年）の常住者 8,231 4,089 4,142 
 現住所 5,576 2,695 2,881 
 町内 905 461 444 
 転入 1,066 590 476 
  都内他市区町村から 604 341 263 
  都外から 436 237 199 
  国外から 26 12 14 
 転出 801 406 395 
  都内他市区町村へ 429 214 215 
  都外へ 372 192 180 
現在（平成 27 年）の常住者 7,613 3,785 3,828 
図表 24 移動人口の転出入状況（5年前の常住市区町村による現住市区町村） 

出典「国勢調査結果（平成 27 年）」（総務省統計局） 
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第 3章 自然増減 

１ 出生・死亡数の推移 
出生数は、平成 20 年以降ほぼ横ばいで推移しており、平成 29 年に減少したものの平成 30 年には
増加に転じ 57 人となっています。死亡数は、平成 28 年以降減少傾向で推移し、平成 30 年は 115 人
です。死亡数が出生数を上回る“自然減”の状態が続いています。 
 

  
図表 25 出生・死亡数 出典「人口動態統計（平成 30 年度）」（東京都福祉局） 

 
 
２ 合計特殊出生率の推移（八丈町、東京都、全国との比較） 
平成 30 年の出生率（合計特殊出生率）は、八丈町が 2.36、東京都が 1.20、全国が 1.42 となってお
り、八丈町は高い水準にあります。平成 19年以降、国や東京都が増加傾向で推移している一方で、八
丈町では増減を繰り返しながら平成 29年には 1.26 となり、平成 30年には増加に転じています。 
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図表 26 合計特殊出生率の推移（八丈町-東京都-全国との比較） 

出典「人口動態統計（平成 30 年度）」（東京都福祉局） 
 
 
３ 母の年齢 5歳別出生数、出生率の状況 
母の年齢別の出生率（特殊出生率）は、東京都と比較すると、20歳代、30 歳代で都を大きく上回っ
ています。 
 

（単位：人） 

母の年齢 
人口 出生数 出生率（出生数/人口） 
東京都 八丈町 東京都 八丈町 東京都 八丈町 東京都－八丈町 

15 歳～19 歳 277,599 110 660 0 0.002 0.000 -0.002 
20 歳～24 歳 370,534 47 5,159 2 0.014 0.043 0.029 
25 歳～29 歳 427,543 118 23,174 10 0.054 0.085 0.031 
30 歳～34 歳 474,637 168 43,151 21 0.091 0.125 0.034 
35 歳～39 歳 508,347 192 32,256 21 0.063 0.109 0.046 
40 歳～44 歳 569,560 249 8,520 3 0.015 0.012 -0.003 
45 歳～49 歳 511,490 188 253 0 0.00 0.000 0.000 

図表 27 母の年齢 5歳別出生数、出生率（平成 27年） 
出典「人口動態統計（平成 27 年度）」（東京都福祉局）「国勢調査結果（平成 27 年）」（総務省統計局） 
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図表 28 母の年齢 5歳別出生率（平成 27 年）6 

出典「人口動態統計（平成 27 年度）」（東京都福祉局）「国勢調査結果（平成 27 年）」（総務省統計局） 
 
 
４ 死因別死亡数の状況 
死因別死亡数の上位をみると、悪性新生物（がん）が 29人で最も多く、次いで心疾患（心筋梗塞な

ど）22 人、老衰 13 人などとなっています。また三大疾病の一つである脳血管疾患が第 4位となって
います。 
 

  

図表 29 死因別死亡数（平成 30 年） 
出典「人口動態統計（平成 30 年度）」（東京都福祉局） 

 

                                                       
6 母の年齢 5歳別出生率は、「人口動態統計（平成 27年）」（東京都福祉保健局）の 5歳別出生数及び「国勢調査結果（平成 27 年）」（総
務省統計局）の 5歳別女性の人口を用いて出生率を算出しています。 
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第 4章 経済・産業動向 

１ 事業所・従業者数の推移 
平成 28 年の事業所数は、549 事業所で、増減を繰り返しながらも減少傾向で推移しています。 
従業者数は、平成 16年に著しく減少しその後回復したものの、平成 24年には再び減少に転じ、平
成 28年は 2,882 人となっています。 
 

  
図表 30 事業所数・従業者数の推移 

出典「経済センサス 活動調査等7」（総務省、経済産業省） 
 
 

                                                       
7 平成 16 年までは事業所・企業統計調査簡易調査、平成 18 年は事業所・企業統計調査、平成 21 年及び平成 26年は経済センサス-基礎
調査、平成 24年及び平成 28 年は経済センサス-活動調査より引用しています。 
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図表 31 事業所数・従業者数の推移（内訳8） 

出典「経済センサス 活動調査等」（総務省、経済産業省） 
 

  
図表 32 事業所数の推移（内訳） 出典「経済センサス 活動調査等」（総務省、経済産業省） 

                                                       
8 表中「-」は、該当がないもの、または調査が実施できていないものを示しています。 
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図表 33 従業者数の推移（内訳） 出典「経済センサス 活動調査等」（総務省、経済産業省） 

 
 
２ 産業別就業人口の推移 
平成 27 年の産業別就業人口をみると、第 1次産業が 639 人、第 2次産業が 629 人、第 3次産業が
2,771 人となっています。第 1 次産業については減少が続いており、第 2 次産業と第 3 次産業につい
ては増減を繰り返しながらも減少傾向にある状況です。 
 

  
図表 34 産業別就業人口の推移 出典「国勢調査結果（平成 27年）」（総務省統計局） 
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３ 産業別付加価値額 
平成 28 年の付加価値額合計は、平成 24年と比較し増加しています。特に、「卸売業，小売業」が約

600 百万円増加となっており、次いで「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」の増加が見て取
れます。一方で、「運輸業，郵便業」、「製造業」については著しく減少している状況です。 
 

  
平成 24 年 平成 28 年 

付加価値額 
（百万円） 

割合 
（％） 

付加価値額 
（百万円） 

割合 
（％） 

農業，林業，漁業 X - X - 
鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - 
建設業 2,391 26.1% 2,564 26.9% 
製造業 703 7.7% 496 5.2% 
電気・ガス・熱供給・水道業 626 6.8% X - 
情報通信業 X - X - 
運輸業，郵便業 791 8.6% 434 4.5% 
卸売業，小売業 2,004 21.8% 2,618 27.4% 
金融業，保険業 218 2.4% 582 6.1% 
不動産業，物品賃貸業 87 0.9% 357 3.7% 
学術研究，専門・技術サービス業 76 0.8% 71 0.7% 
宿泊業，飲食サービス業 745 8.1% 816 8.5% 
生活関連サービス業，娯楽業 215 2.3% 372 3.9% 
教育，学習支援業 41 0.4% 34 0.4% 
医療，福祉 760 8.3% 784 8.2% 
複合サービス事業 172 1.9% 210 2.2% 
サービス業（他に分類されないもの） 344 3.8% 206 2.2% 
合計 9,173 100.0% 9,544 100.0% 
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図表 35 産産業別の付加価値額（平成 28 年/平成 24 年）9  
出典「経済センサス-活動調査」（総務省・経済産業省） 

 
 
４ 産業別動向 
（１）農業、漁業 
農業では、温暖な気候を活かし、花き園芸を中心にフェニックス・ロベレニーの切葉栽培やあした
ばなどの野菜、果樹類の生産が行われています。果樹類の生産については、本町の特産であるレモン
等の生産が行われています。 

                                                       
9 表中「-」は、該当がないもの、または調査が実施できていないものとなっています。また、表中「X」は、その数字に該当する付加価
値額が低いため、個々の申告者の秘密保護の観点から数字を秘匿したことを示したものです。 

2 6 .1 %

2 6 .9 %

7 .7 %

5 .2 %

6 .8 %

8 .6 %

4 .5 %

2 1 .8 %

2 7 .4 %
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0 .9 %

3 .7 %

0 .8 %
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平成28年

鉱業， 採石業， 砂利採取業 建設業 製造業

電気・ ガス・ 熱供給・ 水道業 情報通信業 運輸業， 郵便業

卸売業， 小売業 金融業， 保険業 不動産業， 物品賃貸業

学術研究， 専門・ 技術サービス業 宿泊業， 飲食サービス業 生活関連サービス業， 娯楽業

教育， 学習支援業 医療， 福祉 複合サービス事業

サービス業（ 他に分類されないもの）
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図表 36 農林業生産額と経営耕地・作物別作付面積 出典「八丈町町勢要覧 2019」（八丈町） 

 
平成 27 年の農家数をみると、専業農家 228 戸、兼業農家 79 戸、自給的農家 63 戸となっており、
兼業農家・自給的農家の減少が顕著になっています。 
作物別作付農家数及び面積については、花き類・花木（露地）・（施設）が多くなっています。 

 

  
図表 37 農家数の遷移 出典「農林業センサス（平成 27 年）」（農林水産省） 
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作付面積

（ ha）

割合

（ ％）

分類別割合

（ ％）

フェ ニッ クス・ ロベレニー 20 8 ha 5 9 .4 %

スト レチア 1ha 0 .3 % 花き園芸

球根類 16ha 4 .6 % 7 4 .3 %

その他の花き 35 ha 1 0 .0 %

あしたば 44 ha 1 2 .6 % 野菜
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図表 38 作物別作付農家数・面積10 

出典「農林業センサス（平成 27 年）」（農林水産省） 
 

漁業については、キンメダイ等の底魚が本町の漁業生産額の大部分を占めています。また、くさや
の原料となるトビウオ類やムロアジについても多く漁獲されています。 
 

  
図表 39 漁業生産額 出典「八丈町町勢要覧 2019」（八丈町） 

 
漁業従業者数について、平成 12年には 175 人でしたが、徐々に減少し、平成 27年では 103 人とな
っています。 
 

                                                       
10 図表中「※」は、個人又は法人その他の団体に関する秘密保護の観点により、作付面積データが非公開となっている品目を示したも
のです。 
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図表 40 漁業の従業者数の推移 出典「国勢調査結果（平成 27年）」（総務省統計局） 
 
（２）工業 
平成 30 年の製造業の事業所は 12 事業所となっており、平成 19 年から増減を繰り返しながらも微
減傾向にあります。また、製造品出荷額等については、増減を繰り返していましたが、平成 25年に著
しく減少し、平成 30年は約 10 億円となっています。一方で、従業者数は増減を繰り返していました
が、近年は微増傾向にあります。平成 30年では 115 名となり、最も少なかった平成 27年と比較する
と 17名増加しています。近年の動向では、従業者数が微増傾向にある中で、事業所数及び製造品出荷
額等は微減傾向の状況となっています。 
  

事業所数 
（事業所） 

従業者数 
（人） 

製造品出荷額等 
（10 億円） 

内その他収入額 
（10 億円） 

平成 19 年 16 123 1.24 0.00 
平成 20 年 19 155 1.32 0.02 
平成 21 年 17 136 1.63 0.02 
平成 22 年 17 135 1.34 0.02 
平成 23 年 18 131 1.72 0.10 
平成 24 年 16 113 1.69 0.03 
平成 25 年 15 120 1.06 0.03 
平成 26 年 14 114 1.28 0.03 
平成 27 年 14 98 0.92 0.05 
平成 28 年 13 108 1.13 - 
平成 29 年 13 112 1.09 - 
平成 30 年 12 115 1.01 - 
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図表 41 製造品出荷額の推移11 出典「工業統計調査12（平成 30年）」（経済産業省） 

 
（参考） 

  
図表 42 産業別出荷額の推移 

出典「工業統計調査」（経済産業省）、「経済センサス－活動調査」（総務省・経済産業省） 
  

                                                       
11 表中「-」は、該当がないもの、または調査を実施できていないものとなっています。事業所は、食料品製造業、飲料・たばこ・飼料
製造業、その他となっています。 
12 工業統計調査は、従業者 4人以上の事業所が調査対象となっています。 
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（３）商業 
平成 28 年の商店数は 95 店で、平成 6 年以降減少傾向にあります。従業者数は、平成 11 年から減
少傾向にあり、平成 19年から平成 26年にかけて増減がありましたが、再び減少傾向に転じ、平成 28
年は 514 人となっています。また、年間販売額も平成 6年をピークに減少し、平成 28年は約 69 億円
となっており、商業全体で規模が縮小している状況です。 
 

  商店数 
（店） 

従業者数 
（人） 

年間販売額 
（億円） 

平成 6年 169 678 144.83 
平成 9年 158 684 130.65 
平成 11 年 157 684 120.16 
平成 14 年 137 657 101.93 
平成 16 年 134 627 100.42 
平成 19 年 133 671 89.44 
平成 24 年 100 482 71.02 
平成 26 年 97 556 68.27 
平成 28 年 95 514 68.84 

 

 
図表 43 商業における年間販売額の推移 

出典「商業統計調査13」（経済産業省）、「経済センサス－活動調査」（総務省・経済産業省） 
 
 
  

                                                       
13 平成 6年から平成 19 年までと平成 26 年は商業統計調査、平成 24 年及び平成 28年は経済センサス-活動調査より引用しています。 
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（参考） 

 
図表 44 商業における年間販売額14の推移（詳細） 

出典「商業統計調査15」（経済産業省）、「経済センサス－活動調査」（総務省・経済産業省） 
  

                                                       
14 表中「-」は、該当がないもの、または調査が実施できていないものとなっています。また、表中「X」は、その数字に該当する商店
数が 1または 2であるため、個々の申告者の秘密保護の観点から数字を秘匿したことを示したものです。なお、秘匿対象箇所が前後の
関係や他の集計表から判明する場合は、商店数が 1または 2のものに関する数値のほか、3以上の事業所の数字であっても、「X」表示
されているものがあります。したがって、グラフについて、各内訳の総数が、合計と一致しない場合があります。 
15 平成 6年から平成 19 年まで、及び平成 26年は商業統計調査、平成 24 年及び平成 28 年は経済センサス-活動調査より引用していま
す。 

項目 内訳 平成6年 平成9年 平成11年 平成14年 平成16年 平成19年 平成24年 平成26年 平成28年

合計（ 代理商、 仲立業を除く ） 1 6 9 1 5 8 1 5 7 1 3 7 1 3 4 1 3 3 1 0 0 9 7 9 5

卸売業計（ 代理商、 仲立業を除く ） 1 9 1 8 2 2 1 6 1 9 1 6 1 0 1 3 1 0

　 小売業計 15 0 1 4 0 1 3 5 1 2 1 1 1 5 1 1 7 9 0 8 4 8 5

各種商品小売業 1 - 1 1 1 - - - 1

織物・ 衣服・ 身の回り品小売業 17 1 6 1 1 1 0 1 0 1 1 1 0 1 0 8

飲食料品小売業 61 5 9 5 2 4 6 4 7 4 9 3 3 2 6 2 6

自動車・ 自転車小売業 6 5 5 4 4 5 - - - 

家具・ じゅう 器・ 家庭用機械器具小売業 12 1 1 1 2 1 2 1 3 1 1 7 9 1 0

その他の小売業 53 4 9 5 4 4 8 4 0 4 1 4 0 3 7 3 8

合計（ 代理商、 仲立業を除く ） 6 7 8 6 8 4 6 8 4 6 5 7 6 2 7 6 7 1 4 8 2 5 5 6 5 1 4

卸売業計（ 代理商、 仲立業を除く ） 7 8 6 2 8 8 5 8 9 7 6 6 4 6 5 3 3 9

　 小売業計 60 0 6 2 2 5 9 6 5 9 9 5 3 0 6 0 5 4 3 6 5 0 3 4 7 5

各種商品小売業 X - 2 9 7 - - - 7

織物・ 衣服・ 身の回り品小売業 50 4 7 4 2 3 5 1 8 3 0 2 3 2 2 1 9

飲食料品小売業 23 8 2 7 2 2 4 1 2 4 5 2 4 9 3 0 2 2 0 7 2 2 8 1 9 0

自動車・ 自転車小売業 X 29 3 6 2 2 1 9 2 8 - - - 

家具・ じゅう 器・ 家庭用機械器具小売業 54 5 3 5 9 6 0 7 0 3 7 4 6 4 6 4 6

その他の小売業 21 5 2 2 1 2 1 6 2 2 8 1 6 7 2 0 8 1 6 0 2 0 4 2 0 8

合計（ 代理商、 仲立業を除く ） 1 4 ,4 8 3 1 3 ,0 6 5 1 2 ,0 1 6 1 0 ,1 9 3 1 0 ,0 4 2 8 ,9 4 4 7 ,1 0 2 6 ,8 2 7 6 ,8 8 4

卸売業計（ 代理商、 仲立業を除く ） 3 ,4 8 9 1 ,9 9 1 2 ,1 4 3 1 ,0 9 3 1 ,5 0 1 1 ,0 5 5 6 3 4 6 5 9 5 0 6

　 小売業計 10 ,9 9 4 1 1 ,0 7 3 9 ,8 7 2 9 ,1 0 0 8 ,5 4 1 7 ,8 8 9 6 ,4 6 7 6 ,1 6 8 6 ,3 7 7

各種商品小売業 X - X X X - - - X

織物・ 衣服・ 身の回り品小売業 75 6 5 5 7 4 4 0 3 2 9 1 2 1 1 7 5 1 4 9 1 2 5 1 0 7

飲食料品小売業 5 ,1 2 3 5 ,4 8 7 4 ,5 6 2 4 ,7 4 0 4 ,9 2 0 4 ,0 8 3 3 ,8 0 5 3 ,1 1 9 3 ,0 4 8

自動車・ 自転車小売業 X 33 2 X X 2 2 4 2 0 1 - - - 

家具・ じゅう 器・ 家庭用機械器具小売業 90 9 1 ,0 2 0 9 4 6 8 4 7 7 5 4 2 9 3 3 3 0 4 8 2 4 0 3

その他の小売業 3 ,6 2 9 3 ,6 7 7 3 ,4 0 9 2 ,9 2 5 X 3 ,1 3 7 2 ,1 8 3 X 2 ,7 2 9

商店数

（ 店）

従業員数

（ 人）

年間販売額

（ 百万円）
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図表 45 商店数の推移（内訳） 

出典「商業統計調査」（経済産業省）、「経済センサス－活動調査」（総務省・経済産業省） 
 

  
図表 46 従業者数の推移（内訳） 

出典「商業統計調査」（経済産業省）、「経済センサス－活動調査」（総務省・経済産業省） 
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図表 47 年間販売額の推移（内訳） 

出典「商業統計調査」（経済産業省）、「経済センサス－活動調査」（総務省・経済産業省） 
 
 
５ 観光 
（１）来島者数の推移 
空路便来島者は昭和 63 年から平成 9 年まで増加傾向、以降増減を繰り返しながらも減少傾向にあ
りましたが、平成 27年から再び増加傾向に転じています。平成 30年は約 99,000 人であり、平成 27
年と比較すると約 13,000 人の増加がみられます。 
一方で、船便来島者数は昭和 54年から昭和 58年にかけて急激に減少し、以降緩やかに減少してい
ましたが、平成 18年以降はほぼ横ばいとなりました。大型客船「橘丸」が就航した平成 26年からは
増加傾向に転じ、平成 30年では約 23,000 人となっています。 
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図表 48 来島者数の推移 出典「八丈町町勢要覧 2019」（八丈町） 

 
（２）来島者数の月別推移 
月別来島者数は 8月が最も多く、約 16,300 人が来島しています。一方で、6月は約 7,200 人と最も
少なくなっています。 
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図表 49 航路別来島者数の月別推移（平成 30 年） 出典「八丈町町勢要覧 2019」（八丈町） 

 
（３）観光客消費額の推計 
観光客の消費額は宿泊代が約 40％を占めており、一人あたり約 13,000 円となっています。また、
土産代が一番低く約 10％であり、一人あたり約 3,600 円です。 
 

    
図表 50 観光消費額の推計（平成 30年） 出典「八丈町町勢要覧 2019」（八丈町） 
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第 2部 将来人口の推計と分析 

第 1章 人口推計 

１ 将来人口の独自推計の方法 
将来人口については、以下の方針を設定し、人口を独自推計しています。 
① 推計は、コーホート要因法を適用し、国勢調査人口を用い、5年ごとの推計人口を算出してい

ます。この方法は、自然動態と社会動態それぞれの動向を反映して推計するものです。 
② 平成 27年を基準に、令和 2年から令和 42年までの人口を推計しています。 

 

 
図表 51 コーホート要因法による推計の流れ 

 
【推計手順】 
手順１ 純移動率の算出 
男女 5歳階級別に、平成 22年から平成 27年の純移動数（転入数－転出数）16より、純移動率の

実績値を算出します17。将来的に転入超過は収束し、転出超過は継続するものと仮定し、純移動率
がプラスの場合（転入超過）は、実績値を基準に 5年前の純移動率に 0.5 を乗じて算出し、純移動
率がマイナスの場合（転出超過）は実績値を一定のまま算出します。 

 
手順２ 子ども女性比の算出 
国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）推計の仮定値について、合計特殊出生
率と子ども女性比との換算率を算出します。平成 26年から平成 30年の八丈町合計特殊出生率18の

                                                       
16 出典 「国勢調査結果（平成 27 年/平成 22 年）」（総務省統計局） 
17 85 歳以上はひとまとめに公表されていることから、平成 22 年 80～84 歳について平成 27 年 85 歳以上の純移動数より純移動率を算
出します。 
18 出典 「人口動態統計」（東京都福祉保健局） 

子ども女性比
換算率

＝子ども女性比
女子年齢別人口
（ 15～49歳） 0～4歳性比

合計特殊出生率平均 ×

× × 推計人口
（ 0～4歳）

推計人口
（ 5歳以上）

5年前の人口
（ 男女５ 歳階級別）

（ 生残率+
純移動数）

子ども女性比＝

＝×

令和42年まで同じ計算を繰り返す

推計人口
＜推計結果＞
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平均 2.00 に換算率を乗じたものを子ども女性比として設定します。 
手順３ 生残率の算出 
社人研推計に準拠し、男女 5歳階級別生残率を算出します。 

 
手順４ 将来人口の算出 
5 歳以上人口については、男女 5歳階級別の 5年前人口に生残率及び純移動率を乗じて算出しま
す。0～4歳人口については、女性年齢別人口の推計値に子ども女性比及び 0～4歳性比19 を乗じる
ことで算出します。 
 

 
２ 将来人口の推計 
独自推計及び社人研による人口推計を示します。また、本町では、直近の人口動態を踏まえること
のできる独自推計による推計方法に基づき考察を行います。 
 

 

 
図表 52 将来人口の推計（独自推計・社人研推計準拠20） 

 
  

                                                       
19 社人研推計に準拠しています。 
20 平成 27 年の人口は実数です。 
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３ 総人口及び年齢 3区分別人口の推移（※独自推計による分析）21 
3 区分別人口（年少人口、生産年齢人口、老年人口）は年々減少しています。総人口は、減少し続け
令和 42年には人口 3,500 人を下回る見込みです。 

 

 
図表 53 年齢 3区分別総人口の推移 

 
 

 
図表 54 老年人口内訳（後期高齢人口の推移） 

 
 

                                                       
21 平成 27 年の人口は実数です。 
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図表 55 年齢 3区分別人口の推移 

 
 
４ 人口ピラミッド（※独自推計による分析）22 
20～24 歳の人口が少ないことから、凸凹した人口ピラミッドが形成されており、さらに総人口減少
により、よりコンパクトな形に変化しています。 
 

  
図表 56 人口ピラミッド（平成 27年） 

 

                                                       
22 平成 27 年の人口は実数です。 
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図表 57 人口ピラミッド推計（令和 7年） 

 

  
図表 58 人口ピラミッド推計（令和 17 年） 
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５ 年代別推計人口の推移（平成 27年の 10 年後（令和 7年）の人口と想定される社会的影響） 
 
  人口増減    想定される影響 
7,613 → 6,830  人   
全町 （ -10.3% ）    
■0～4 歳       約 18%の減少が見込まれます。 
290  → 239  人   

（ -17.7% ）  
■5～14 歳      約 8%の減少が見込まれます。 
608  → 559  人   

（ -8.1% ）  
■15～19 歳     約 21%の増加が見込まれますが、社会動態をみると、転出超過傾向

にあります。若い働き手、仕事の跡継ぎや担い手の減少など、将来
的に産業の維持が困難な事業が発生するおそれがあります。 

224  → 271  人   
（ 21.0% ）  

■20 歳代     約 8%の増加が見込まれます。社会動態をみると、転入超過傾向にあ
り、20 歳代の出産・子育て世代の維持が期待されます。 345  → 372  人   

（ 7.8% ）  
     
■30 歳代       約 41%の減少が見込まれます。30 歳代の出産・子育て世代が大幅に

減少し、0～9歳人口への影響が懸念されます。 
 労働人材が減り、雇用を確保できずに経営環境が悪化する事業所が

発生するおそれがあります。 

755  → 446  人   
（ -40.9% ）  

      
■40 歳代         約 18%の減少が見込みまれ、社会人経験と技術を持った人材が大幅

に減少し、雇用を確保できずに経営環境が悪化する事業所が発生す
るおそれがあります。 

 税収への影響も懸念されます。 

965  → 791  人   
（ -18.0% ）  

      
■50 歳代         50 歳代の変化は、少ないと見込まれます。 
966  → 987  人   

（ 2.2% ）  
■60～64 歳       60～64 歳は、約 33%と大幅に減少する見込みです。 

 673  → 448  人   
（ -33.4% ）  

■65～74 歳       65～75 歳は、約 21%の減少が見込まれます。 
 地域活動や消費活動等の面で人口減少に伴う活動の停滞が懸念され

ます。 
1,408  → 1,106  人   

（ -21.4% ）  
■75 歳以上       75 歳以上は、約 17%増加する見込みです。介護サービスの必要性が

増加することが想定されます。 1,379  → 1,611  人   
（ 16.8% ）  
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第 2章 財政推計 

１ 財政の推移 
経常収支比率23は、平成 20 年度に 76.2%と著しく減少して以降、ほぼ横ばいで推移し、平成 25 年
度から大きく増加となりましたが、平成 26年度からは微減傾向にありました。平成 30年度は 87.2%
と、前年度と比較し増加がみられます。 
財政力指数24は、平成 20 年度から平成 24年度まで減少傾向で推移しましたが、平成 25年度以降は
ほぼ横ばいで推移し、平成 30年度は 0.304 となっています。 

 

  
図表 59 財政指標の推移 出典「地方財政状況調査関係資料（財政状況資料集）」（総務省） 

 
  

                                                       
23 経常収支比率とは、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源のうち、人件費、扶助費、公債費のように
毎年度経常的に支出される経費に充当されるものが占める割合をいいます。地方公共団体においては、この比率はおおむね 70％から
80％の間であることが理想とされています。 
24 財政力指数とは、地方公共団体の財政力の強弱を示す指数で、この指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことにな
り、財政に余裕があるとされています。財政力指数が 1.0 を上回れば、その地方自治体内での税収入等のみを財源として円滑に行政を遂
行できるとして、地方交付税交付金が支給されない不交付団体となります（平成 29 年の時点における全都道府県の平均財政力指数は
0.51602。）。 
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２ 歳入（個人町民税）の推計 
歳入のうち個人町民税は、平成 29年度まで減少が続いていましたが、以降増加に転じており、平成
31年度は約 3.60 億円となっています。 
 

  
図表 60 個人町民税（現年課税分・調定額）の推移  

出典「八丈町一般会計決算書」（八丈町） 
 

個人町民税を推計すると、生産年齢人口一人あたりの住民税が一定とした場合、人口減少によって、
町民税は減少傾向となり、令和 42年度には約 1.46 億円にまで縮小すると見込まれます。 
 

  
図表 61 個人町民税の推計25 

                                                       
25 平成 27 年度から平成 31年度の個人町民税の一人あたりの数値を、住民基本台帳を用いて算出し、各年度の独自推計の生産年齢人口
の数値を乗じて個人町民税の推計を算出しています。 
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３ 歳出の推計（社会福祉費・老人福祉費・児童福祉費） 
歳出のうち、社会福祉費は平成 27年度、平成 28年度に著しい増加がありましたが、以降は減少し
ており、平成 30 年度は約 5.50 億円となっています。老人福祉費は、増減を繰り返しながら微減傾向
にあり、平成 30 年度は約 3.52 億円となっています。児童福祉費は、平成 28 年度まで減少が続いて
いましたが、それ以降は微増傾向にあり、平成 30年度では約 4.45 億円となっています。 
 

  
図表 62 歳出（社会福祉費・老人福祉費・児童福祉費）の推移 出典「市町村決算状況調」（総務省） 

 
歳出の推計のうち、各対象人口の一人あたりの歳出が一定とした場合、社会福祉費は、ほぼ一定の
傾きで減少し、令和 42 年度では約 2.75 億円に縮小すると見込まれます。また、令和 42年度では、老
人福祉費が約 1.89 億円、児童福祉費が約 2.30 億円まで縮小すると見込まれます。 
 

  
図表 63 歳出（社会福祉費・老人福祉費・児童福祉費）の推計26  

                                                       
26 平成 26 年度から平成 30年度の社会福祉費、老人福祉費、児童福祉費の一人あたりの数値を、住民基本台帳を用いて算出し（社会福
祉費は全人口、老人福祉費は 65 歳以上、児童福祉費は 18歳以下を対象とする。）、各年度の独自推計の数値を乗じて推計を算出してい
ます。 
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第 3章 経済・産業分析 

１ 経済・産業の推移 
産業全体としてみると事業所数が増減を繰り返していましたが微減傾向、従業者数が減少傾向で推
移することが予測されます。特に商業について、商店数及び年間販売額は減少傾向にあり、人口推計
も減少傾向にあることから、今後も減少が続くことが予測されます。 
 

  
図表 64 事業所数・従事者数の推計27 

 

  

                                                       
27 平成 18 年からの実数を踏まえ、直線、対数、指数の回帰式から、将来の動向に近いと考えられる回帰式を選び、5年後、10 年後の
値を推計しています。事業所数、従業者数ともに直線回帰式を採用しています。 
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図表 65 商業の商店数・年間販売額の推計28 
また、空路便来島者及び船便来島者について、近年の利用者増加に伴いいずれの人数も微増傾向に
あり、現状と同様におおよそ 8対 2にて推移することが予測されます。しかし、新型コロナウイルス
感染症の収束が現時点で見込めないことから、今後急激な減少が懸念されるとともに、急激な回復は
見込めない可能性があります。 
 

  
図表 66 来島者数の推計29 

  

                                                       
28 平成 19 年からの実数を踏まえ、直線、対数、指数の回帰式から将来の動向に近いと考えられる回帰式を選び 5年後、10年後の値を
集計しています。商店数、年間販売額ともに指数回帰式を採用しています。 
29 他の要因に基づく大きな増減要因を排除するため、空路便来島者数は平成 22年からの実数、船便来島者数は平成 18 年からの実数を
踏まえ、直線、対数、指数の回帰式から将来の動向に近いと考えられる回帰式を選び 5年後、10年後の値を集計しています。また、空
路便来島者数、船便来島者数ともに直線回帰式を採用しています。 
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第 3部 人口の将来展望 

第 1章 現状と課題の整理 

１ 概要 
本章では、第１部での現状分析結果と、東京都大島町とのデータ比較結果をもとに、現状と課題を
整理しています。本町と地域や人口規模の近しい大島町と比較することで、各項目の傾向を俯瞰して
分析することを図ります。 
また人口ビジョン（令和 3年度改訂版）及び第 2期総合戦略の策定の基礎資料として、保育園に通
う子の保護者、将来の八丈町を担う高校生及び八丈町から転入・転出された方のアンケート調査を実
施しています。本調査結果を活用することで、より実態に即した要因分析が可能となります。 
 

（参考）アンケート実施概要 
 
（１）町民意識調査 
対象者 八丈町立保育園に通う子の保護者 229 人 
実施時期 令和 3年 1月 18 日～1月 24 日 
配布・回収方法 オンラインによる回答依頼・回収 
回収票 58 票 
回収率 25.3% 

 
（２）町民意識調査（東京都立八丈高等学校） 
対象者 東京都立八丈高等学校の在校生 153 人 
実施時期 令和 3年 1月 18 日～1月 24 日 
配布・回収方法 オンラインによる回答依頼・回収 
回収票 83 票 
回収率 54.2% 

 
（３）八丈町に転入・八丈町から転出された方へのアンケート調査 

対象者 
平成 24 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日の間に八丈町から転入・転出した各
200 人 

実施時期 平成 27 年 7月 9日～7月 24 日 
配布・回収方法 郵送による発送・回収 
回収票 転入 62 票、転出 67 票 
回収率 転入 31.0%、転出 33.5% 
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２ 人口減少について 
少子高齢化及び人口減少が依然として進行して、地域活力の低下を引き起こし、住民の不安要素と
なっています。地域コミュニティを再活性化し、魅力あるまちづくりが必要です。 
 
本町の総人口は減少傾向が続いており、平成 27年国勢調査結果では 7,613 人（図表 5 参照）、令和
2年 4月 1日現在の住民基本台帳では 7,223 人（図表 6 参照）となっています。 
地域別の国勢調査人口をみると、いずれの地域も減少傾向が続いており、末吉地域は平成 7年から
平成 27年にかけて 43.0%の減少と最も大きく減少しています（図表 10 参照）。 
年齢 3 区分別人口をみると、平成 27 年国勢調査結果では、生産年齢人口は 51.4%と減少傾向にあ
る一方、老年人口は 36.3%と増加傾向になっており、超高齢社会が進んでいます（図表 8 参照）。 
 
本町と人口規模が近しい大島町と比較すると、大島町は平成 27 年国勢調査結果では 7,884 人とな
っており、本町は僅かに下回っています。 
 

 
図表 67 人口・世帯数の推移に係る八丈町と大島町の比較 
出典「国勢調査結果（平成 27 年）」（総務省統計局） 
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町民意識調査では、約 83%の町民が人口問題について不安を抱えており、活力のある安心・安全な
地域社会の形成に取り組む必要があります。 
 

 
図表 68 八丈町の人口減少や高齢化といった人口問題に対しての不安 

出典「町民意識調査（令和 3年）」（八丈町） 
 

 
図表 69 不安の要素 

出典「町民意識調査（令和 3年）」（八丈町） 
 
 
 

全く 不安では

ない, 3 .4 %
あまり不安で

はない, 5 .2 %

まあまあ不安で

ある, 3 9 .7 %

非常に不安で

ある, 4 3 .1 %

分からない, 

8 .6 %
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３ 社会動態について 
転出超過傾向が継続して続くことが想定されるため、転入促進のみならず、転出を防ぐ仕組みの整
備が必要です。 
 
転入転出の状況について、住民基本台帳移動報告では、平成 28年以降は転出超過が続いています。

大島町では本町よりも人口規模が大きいため、移動人口についても本町を上回っていますが、同様に
平成 28年以降転出超過となっています。これは東京圏（本土）への人口一極集中（地方人口の減少）
という全国的な課題と一致しています。また、純移動数の推移を見ると、ここ数年本町は横ばいで推
移をしていますが、大島町は転出超過のトレンドが続いています。 
 

 

図表 70 八丈町 転入・転出数の推移 出典 「住民基本台帳移動報告」（総務省統計局） 
 

 

図表 71 大島町 転入・転出数の推移 出典 「住民基本台帳移動報告」（総務省統計局） 
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図表 72 純移動数30の推移（八丈町-大島町との比較） 出典 「住民基本台帳移動報告」（総務省統計局） 
 
町民意識調査では、約 85%の町民が「住み心地が良い」と回答した一方で、交通費、医療、雇用、
教育や子育て等様々な分野における環境整備の充実を居住環境の課題としてあげています。交通費に
ついては、平成 28 年 4 月に施行された「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る
地域社会の維持に関する特別措置法」に基づき、船舶・航空旅客運賃の島民割引制度31が設けられたこ
とにより、課題が解消していくことが見込まれます。その他の課題については引続き取り組む必要が
あります。 
 

 
図表 73 八丈町の住み心地 出典「町民意識調査（令和 3年）」（八丈町） 

 

                                                       
30 転入数-転出数で算出しています。 
31 国が国内一般旅客定期航路事業等（航路）や国内定期航空運送事業（航空）の運賃を一部負担（補助）しています。 
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図表 74 八丈町で住み続けるにあたっての課題（3つまで選択） 

出典「町民意識調査（令和 3年）」（八丈町） 
 
国勢調査結果では、男性・女性ともに、高等学校卒業後の進学や就職等による転出が著しく、20歳
代の転入の傾向がみられます（図表 15、図表 16 参照）。転入元及び転出先はいずれも東京都に集中
しています（図表 18、図表 20 参照）。 
転入・転出アンケート調査では、転入者・転出者ともに、転居の理由は「仕事の都合」が最も多く
なっています。転入者については、自然の豊かさや趣味を楽しむためという理由も多く、八丈町の住
み心地の良さが転入につながっています。転出者の 60%以上は八丈町へのＵターン意向はなく、その
理由として、医療環境や仕事の少なさなどをあげています。 
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図表 75 転入・転出理由  

出典「八丈町に転入・八丈町から転出された方へのアンケート調査（平成 27年）」（八丈町） 
 

  
図表 76 転出後のUターン希望  

出典「八丈町から転出された方へのアンケート調査（平成 27 年）」（八丈町） 
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図表 77 U ターンを希望しない理由 
出典「八丈町から転出された方へのアンケート調査（平成 27 年）」（八丈町） 

 
町民意識調査（東京都立八丈高等学校）では、約 82%が八丈町に対する誇り・愛着をもっています
が、高校卒業後の進路希望では約 69%の生徒が進学、約 24%が就職を希望しており、多くの生徒が島
外に転出する意向を持っています。就職または進学後の就職の希望地域を「八丈町」と答えた生徒は
約 16%と少数で、「八丈町以外」と答えた生徒の理由は生活の利便性が高いことや雇用環境の充実等
があげられています。 
また新型コロナウイルス感染症拡大を受けて、就労環境についてリモートワークなど新たな選択を
する意向が見られます。内閣府の「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変
化に関する調査」では、20 代 30 代を中心に地方移住への関心も高まっており、今後本町を含めた地
方都市での就職志向が高まっていくことが見込まれます。 
 

 
図表 78 高校生の八丈町への誇りや愛着の有無  

出典「町民意識調査（東京都立八丈高等学校）（令和 3年）」（八丈町） 
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図表 79 高校卒業後の進路希望  

出典「町民意識調査（東京都立八丈高等学校）（令和 3年）」（八丈町） 
 

 
図表 80 現在の八丈町の就労環境を踏まえたうえで、就職・仕事を希望する地域 

出典「町民意識調査（東京都立八丈高等学校）（令和 3年）」（八丈町） 
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図表 81 八丈町を選ばなかった理由（3つまで選択） 

出典「町民意識調査（東京都立八丈高等学校）（令和 3年）」（八丈町） 
 

 
図表 82 コロナウイルス感染症拡大による地方移住への関心 

出典「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（令和 2年）」 
（内閣府） 

 
このような状況を鑑みると、U・I・J ターン促進や空き家の活用による転入者の定住促進に加えて、
高校卒業後に島内で就職可能な雇用環境の創出など、転出させない仕組みを構築することが急務であ
ると考えられます。 
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４ 関係人口について 
「定住人口の拡大」「交流人口の拡大」がいずれも厳しい状況にあることから、地域と深い関係性を
持つ「関係人口の拡大」を進める必要があります。 
 
社会動態における「定住人口の拡大」及び主に観光産業を中心とした「交流人口の拡大」はいずれ

も厳しい状況にあり、本町として人口減少を食い止めるためにも、第三の柱となる人口創出の取組が
必要です。 
総務省では、関係人口とは、移住した「定住人口」でなく、観光に来た「交流人口」でもない、地

域と多様に関わる人々と定義しています。本町は人口減少による少子高齢化により、地域づくりの担
い手不足という課題を抱えています。今後、本町を支える世代（高校生から子育て世帯）の転出抑制
と転入促進と並行して、「これまで本町に関わりがなかった方」と多くの接点をつくり、本町への新し
い人の流れをつくるべく、関係人口の創出・拡大に向けた仕組みを創出する必要があります。 

 
図表 83 関係人口の定義 

出典「関係人口ポータルサイト 関係人口とは」（総務省地域力創造グループ） 
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５ 自然動態について 
出生率は全国に比べ水準は高く、今後も高い水準の出生率を維持するために、結婚・出産・子育て
環境を整備するとともに、地域コミュニティの強化が求められます。 
 
【合計特殊出生率】 
出生数は、平成 30年で 57 人であり、平成 20年度以降ほぼ横ばいです（図表 25 参照）。合計特殊
出生率について、平成 30 年は本町が 2.36、東京都が 1.20、全国が 1.42 となっており（図表 26 参
照）、本町は比較的高い水準にあります。これは大島町の 1.21 と比較しても高い水準です。また母の
年齢別出生数について、20 代 30 代で東京都を上回っていますが（図表 28 参照）、20 代前半で大島
町を下回っています。 
 

 
図表 84 合計特殊出生率の推移（八丈町-大島町との比較）出典「人口動態統計」（東京都福祉局） 

 

 
図表 85 母の年齢 5歳別出生率（平成 27 年 八丈町-大島町との比較）32 

出典「人口動態統計」（東京都福祉局）「国勢調査結果（平成 27年）」（総務省統計局） 

                                                       
32 母の年齢 5歳別出生率は、「人口動態統計（平成 27年）」（東京都福祉保健局）の 5歳別出生数及び「国勢調査結果（平成 27 年）」
（総務省統計局）の 5歳別女性の人口を用いて出生率を算出しています。 
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全国的に出生率が比較的高い市町村や、出生数・出生率の向上を実現している市町村の要因や背景
を分析33すると、以下の共通項があると伺えます。 
 
 働き方改革の取組、子育て支援、産業振興、まちづくりなどの基本的な施策が若い世代の支援
として機能している 

 地域全体での創意工夫により、暮らしやすく、地域に誇りを持てるような地域づくりにつなが
っている 

 地域一体となって子どもを育てるという意識が醸成されている 
 
本町おいても、町民意識調査で 85%以上の町民がまちに誇り・愛着を有していることや、これまで
取り組んだ子育て支援の成果が、合計特殊出生率の高水準維持に影響していると推察されます。 
 

 

図表 86 八丈町への誇りや愛着の有無 出典「町民意識調査（令和 3年）」（八丈町） 
 

【結婚観】 
町民意識調査では、約 20%の既婚者が、実際よりも早い結婚を希望していました。 
また、約 48%の子どものいる方が実際よりも早く出産したかったと回答し、実際より多く子どもを
出産したいという意向もみられます。出生率の維持・向上のためには、出産・育児のしやすい環境を
つくることが課題となっています。早期結婚支援、出産・育児にかかる経済的支援や、医療体制・保
育サービス・地域社会全体での育児応援体制を拡充していく必要があります。 

 

                                                       
33 出典「第 2期まち・ひと・しごと創生総合戦略 第 1期検証結果」（内閣府） 

強くもってい

る, 20.7%

ある程度もっ

ている, 

67.2%

あまりもって

いない, 5.2%

全くもってい

ない, 3.4%

わからない, 

3.4%

(n=58)
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図表 87 結婚時期への希望34 出典「町民意識調査（令和 3年）」（八丈町） 

 

 
図表 88 第一子の出産時期への希望 出典「町民意識調査（令和 3年）」（八丈町） 

 

                                                       
34 18～49 歳の既婚または結婚予定のある方を対象としています。 

希望どおり , 

6 7 .2 %

希望はもっと

早かった, 

2 0 .7 %

希望はもっと

遅かった, 

6 .9 %

無回答, 5 .2 %

(n= 5 8 )

希望どおりの

年齢だった, 

4 3 .1 %

もっと若い年

齢が良かった, 

4 8 .3 %

もう 少し年齢

が上がってか

らの方が良

かった, 6 .9 %

その他, 1 .7 %

(n= 5 8 )
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図表 89 実際の子どもの人数（左）と理想の子どもの人数（右） 

出典「町民意識調査（令和 3年）」（八丈町） 
 

 
図表 90 出産についての障壁（3つまで選択） 出典「町民意識調査（令和 3年）」（八丈町）35 

 
 

                                                       
35 主な回答について表記しています。 

1人, 20.7%

2人, 44.8%

3人, 25.9%

4人, 6.9%
5人以上, 

1.7%

(n=58)

1人, 6.9%

2人, 22.4%

3人, 58.6%

4人, 6.9%

5人以上, 

5.2%

(n=58)

4 8 .3 %

4 6 .6 %

3 9 .7 %

2 2 .4 %

2 0 .7 %

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 %

妊娠・ 出産の心理的・ 肉体的な負担が大きい

今いる子どもの育児が大変

出産・ 育児・ 教育にお金がかかる

年齢が高いため不安

保育サービス等の支援体制が不十分

(n= 5 8 )
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図表 91 理想の人数の子どもを産み育てる条件（3つまで選択）36 

出典「町民意識調査（令和 3年）」（八丈町） 
 

 
図表 92 理想の人数の子どもを産み育てるために八丈町に望むもの（自由回答）37 

出典「町民意識調査（令和 3年）」（八丈町） 
  

                                                       
36 主な回答について表記しています。 
37 主な回答について表記しています。また、1人の回答者が複数の意見を記入している場合は、それぞれの意見を 1件としてカウント
しています。 

5 1 .7 %

3 7 .9 %

3 1 .0 %

2 9 .3 %

2 9 .3 %

2 7 .6 %

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 %

いつでも入所できるよう 保育所の充実

職場における理解や支援

家計の安定

子どもが病気やケガのとき預けられる施設の充実

児童手当のよう な経済的支援

女性の育児休業取得への職場の理解増進

(n= 5 8 )

1 3 .8 %

8 .6 %

8 .6 %

8 .6 %

6 .9 %

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 %

出産・ 育児にかかる経済的支援

保育園の入園期間、 入園基準の見直し

一時保育・ 託児所の拡充

妊娠中、 産後の支援サービス

職場、 地域や社会全体での子育ての応援体制

(n= 5 8 )
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６ 産業について 
産業全体で就業人口が減少しており、特に第 1次産業の担い手不足が深刻化しています。 
雇用と収入の安定化を実現し、就業定着に繋げる必要があります。 
 
本町の基幹産業は第 1次産業（花き園芸）と第 3次産業（観光）であり、産業別就業人口を見ても
第 1次産業と第 3次産業の従事者の割合が高い状況にあります。 
大島町と比較をしても、特に第 1 次産業の従事割合が高いため、島しょ部における差別化要素（本
町の強み）であるといえます。 

  
図表 93 八丈町 産業業別就業人口の比率（左） 大島町 産業業別就業人口の比率（右） 

出典「国勢調査結果（平成 27 年）」（総務省統計局） 
 
一方で、第 1 次産業の従事者は減少傾向（図表 34 参照）にあります。農業については農家数が減
少傾向（図表 37 参照）にあり、漁業についても従業者数の減少が続いている（図表 40 参照）ことか
ら、第 1次産業においては担い手不足が進行していると推察されます。 
 
町民意識調査では、人口問題への取組として「正規雇用の推進など若い世代の経済的安定化」や「若
者の就職活動から就職後のキャリア形成に至るまでの雇用対策」が必要であるという声が多く、経済
的安定や雇用対策が求められています。 
 

 
 
 

1 5 .8 %

1 5 .6 %

6 8 .6 %

第1次産業 第2次産業 第3次産業

平成27年

就業人口総数

4 ,0 39人

6 .1 %

1 7 .4 %

7 6 .4 %

第1次産業 第2次産業 第3次産業

平成27年

就業人口総数

3 ,9 81人
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図表 94 人口問題に対応するために必要な取組（3つまで選択）38 

出典「町民意識調査（令和 3年）」（八丈町） 
 

町民意識調査（東京都立八丈高等学校）では、就職先を選定する優先度として、「自分が持つ能力や
技術を活かせること」、「職場の雰囲気や環境」といった仕事内容や職場環境の魅力についての意見が
ある一方で、「給与や待遇の良さ」を挙げており経済面も重視しています。また、東京都を含む首都圏
での就職を希望する方が約 41％（図表 80 参照）と多い状況ではありますが、町外で就職した後本町
に戻りたいと考えている方が約 44％と、Uターン希望者も一定数いることが伺えます。Uターンに必
要な条件については、しごとの魅力や経済性が多く挙げられています。 
 

   
図表 95 就職・仕事先を選ぶ際の優先度（3つまで選択）39 

出典「町民意識調査（東京都立八丈高等学校）（令和 3年）」（八丈町） 
 

                                                       
38 主な回答について表記しています。 
39 主な回答について表記しています。 

5 0 .0 %

3 9 .7 %

3 2 .8 %

3 1 .0 %

2 0 .7 %

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 %

空き家の活用を進めた転入者の定住促進

正規雇用の推進など若い世代の経済的安定化

保育所や認定こども園の整備など働きながら子育

てできる環境整備

若者の就職活動から就職後のキャリア形成に至る

までの雇用対策

農業や漁業の担い手確保による１ 次産業の維持

(n= 5 8 )

5 5 .4 %

4 8 .2 %

4 1 .0 %

3 3 .7 %

2 4 .1 %

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 %

自分が持つ能力や技術を活かせること

職場の雰囲気や環境

給与や待遇の良さ

労働時間の長さ 、 残業時間の量や休日の取りやす

さ

仕事の職種（ 営業、 事務、 研究、 販売など）

(n= 8 3 )
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図表 96 高校生の町外で働いた後のUターン希望 

出典「町民意識調査（東京都立八丈高等学校）（令和 3年）」（八丈町） 
 

  
図表 97  U ターンするために必要な条件（3つまで選択） 

出典「町民意識調査（東京都立八丈高等学校）（令和 3年）」（八丈町） 
 

また、約 47％が新型コロナウイルス感染症拡大前と比較し仕事の重要性を意識するようになってい
ます。内閣府の「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」
では、約 39％が職業選択や副業等の希望が変化したと答えており、その多くは、収入の減少やワーク
ライフバランスの変化によるものと推察されます。新型コロナウイルス感染症の影響下において、町
外への転職を抑制するためには、経済面と働く場の確保が重要になります。 
 

4 0 .0 %

22 .9 %

1 2 .9 %

1 2 .9 %

8 .6 %

2 .9 %

0% 2 0 % 4 0% 6 0 %

わからない

数年働いたら戻ってきたい

結婚や子どもが生まれたら戻ってきたい

戻って来ないと思う

定年したら戻ってきたい

その他

(n=7 0 )

5 8 .6 %

4 8 .6 %

4 2 .9 %

3 4 .3 %

1 2 .9 %

1 0 .0 %

0 % 1 0 % 2 0 % 3 0 % 4 0 % 50 % 6 0 % 7 0 %

生活の利便性が向上すること

希望する職種の企業が存在すること

企業の給与や待遇の良さが向上すること

娯楽施設などが多く 、 余暇が充実すること

友人が八丈町で就職すること

その他

(n=7 0 )
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図表 98 新型コロナウイルス感染症拡大による仕事の重要性の変化 

出典「町民意識調査（令和 3年）」（八丈町） 
 

  
図表 99 新型コロナウイルス感染症拡大による職業選択、副業等の希望の変化 

出典「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（令和 2年）」 
（内閣府） 

 
 

仕事の重要性を、

より意識するよう

になった, 4 6 .6 %
変わらない, 

3 1 .0 %

仕事以外の重要性を、

より意識するよう に

なった, 8 .6 %

わからない, 

1 3 .8 %

(n= 5 8 )

3 9 .0 % 5 7 .0 % 4 .0 %

0 .0 % 2 0 .0 % 4 0 .0 % 6 0 .0 % 8 0 .0 % 1 0 0 .0 %

変化した 変化していない わからない

（ n=6 ,6 8 5 ）
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図表 100 職業選択等が変化した理由 

出典「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（令和 2年）」 
（内閣府） 

 
島しょ部の特産品であるあしたば生産など第 1次産業は本町の強みでしたが、担い手不足によりそ
の状況に陰りが見えます。担い手になり得る世代の意識調査から、不足解消に向けては、「雇用（長期
的な雇用の安定化）」と「経済性（安定した収入の確保）」が必要な状況です。 
これより、本町の産業別動向を踏まえた各種人口の拡大に向けては以下の方針で取り組む必要があ
ります。 
 
【雇用】 
第 1次産業への就業・定着に向けた施策（U・I・J ターンの促進、補助金拠出等） 
第 1次産業への就業を支援する仕組みの構築（就業体験、技術支援等） 
【経済性】 
生産品の高付加価値化に関する支援（官民連携での地域ブランド化等） 
 

  

2 9 .0 %

9 .0 %

6 .0 %

3 .0 %

2 .0 %

1 .0 %

1 .0 %

4 .0 %

0 .0 % 1 0 .0 % 2 0 .0% 3 0 .0% 4 0 .0 %

まだ具体的ではないが将来の仕事や

収入について考えるよう になった

新たに副業を検討しはじめた

新たに転職を検討しはじめた

希望する就業先や異動先が変化した

副業を持った

転職した

その他

分からない

（ n=2 ,6 0 7 ）
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７ 観光について 
来島者については、空路便・船便ともに微増傾向にありますが、今後は新型コロナウイルス感染症
の影響により、来島者数・観光消費額ともに急激な回復は見込めないと予想されます。 
来島者数・消費額の減少を最小限に抑えるため、八丈町の強みを活かした新たな生活様式への対応
が必要です。 
 
本町への来島者数の推移（図表 48 参照）については、平成 9 年をピークに増減を繰り返しながら
減少傾向で推移していましたが、国内の訪日外国人数が増加した平成 26 年を境に微増傾向に転じて
います。 
一方、同様に第 3 次産業（観光）が基幹産業となっている大島町と比較すると、来島者の傾向は同
様の推移を示していますが、来島者数は本町と比較し約 2倍となっています。これはアクセスの利便
性が高いことに加え、主要出発地からの所要時間及び運賃設定により、高速ジェット船を利用すれば
日帰りで訪問可能なことが要因と推察できます。 
 

 
図表 101 来島者数の推移（八丈町-大島町との比較） 

出典「八丈町町勢要覧 2019」（八丈町）「令和 2年度大島町町勢要覧（資料編）40」（大島町） 
 
また、観光客消費額の推移についても微増傾向となっており、来島者数の増減に連動していること
が見受けられます。観光客一人あたりの渡航費を除いた消費額をみると、大島町と比較し 2倍以上の
差があり、要因は宿泊代であることが推察されます。これより、大島町が日帰り圏内である一方、八
丈町は一定期間滞在する旅行が主流であることが示唆されます。 

                                                       
40 平成 26 年度から平成 31年度の大島町勢要覧より引用しています。 
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図表 102 観光客消費額の推移 出典「八丈町町勢要覧 2019」（八丈町） 

 

 
図表 103 観光客一人あたりの消費額（八丈町-大島町との比較） 

 出典「東京諸島の概要（伊豆諸島・小笠原諸島）（平成 22 年）」（東京都総務局行政部振興企画課） 
 

このような状況に加え、令和 2 年当初から世界的な流行をみせている新型コロナウイルス感染症の
影響により、今後来島者数が大きく増加することは考えにくく、それに伴い観光客消費額も落ち込む
ことが予測されます。一方で、内閣府の「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行
動の変化に関する調査」では、今後働くにあたりテレワークの利用を希望する方が多く、またテレワ
ーク経験者の約 25％が、新型コロナウイルス感染症拡大前と比較し、地方移住に関心を持つようにな
っています。 
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図表 104 テレワークの利用希望 

出典「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（令和 2年）」 
（内閣府） 

 

  
図表 105 テレワーク経験者・通常勤務者の地方移住への関心の変化 

出典「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（令和 2年）」 
（内閣府） 

 
産業が縮小傾向にある本町にとって、観光客による域外からの収入は経済的な効果が大きいため、
観光客消費額の減少は最小限に留める必要があります。今後は、八丈町の強みを活かした観光受入体
制を確立するとともに、ワーケーションや長期滞在等の新しい生活様式に対応した取組が求められま
す。 
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８ 財政について 
経常収支比率、財政力指数ともに低い水準にあり、財政状況は健全とは言い難い状態です。各施策
については、費用対効果を試算の上、有用なものに絞り実施する必要があります。 

 
経常収支比率とは、経常的な一般財源のうち経常的な経費に充当されたものが占める割合を表した
指標で、数値が低いほど本町の独自事業に使用できる財源があるとみなすことができます。本割合が
低いほど、財源の活用自由度が高い状態、100％になると完全に硬直化した状態であると判断すること
ができます。本町では、平成 25 年度より約 90％前後をほぼ横ばいに推移しており、平成 30 年度で
87.2%となっています（図表 59 参照）。 
 
また、財政力指数については、基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の過去 3年間の平均
値で、数値が高いほど財源に余裕があり、1.00 を超えた場合は自治体内の税収入等のみで行政運営が
可能な状態を指します。本町では、経常収支比率と同様に平成 25年度以降ほぼ横ばいで推移し、平成
30年度で 0.304 となっており、低い水準にあります（図表 59 参照）。 
 
これらのことより、本町の財政状況は、財源の硬直化が進んでおり（用途が決まってしまっている
状態）、本町単独では、限定的な財源の確保に留まっているといえます。さらに、今後は、新八丈町ク
リーンセンターの建設計画や、小中学校等の既存施設の老朽化に伴う修繕または建替えを行う必要が
あり、さらなる財政支出が見込まれます。 
ただし、本町の財源の硬直化の状況については、大島町の両指標ともおおよそ本町と同水準となっ
ていることから、島しょ部における財政状況の傾向であると考えられます。 
第２期総合戦略策定にあたっては、支出を伴う各種施策について、施策自体の有用性の検討や施策
の推進方法等を十分に精査し、有用な打ち手に絞って実施する必要があります。 

 

   
図表 106 大島町財政指標の推移（左）東京都島しょ部財政指標の推移（右） 

出典「地方財政状況調査関係資料（財政状況資料集）」（総務省） 
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第２章 目指すべき将来の方向 

 
社会動態・自然動態・産業・経済・財政等の動向に関する課題の整理から、本町人口の減少抑制・
安定化に向けて、政策分野ごとに 4つの目指すべき将来の方向を設定します。 
 

○方向性１ 

産業振興による安定した雇
用の創出により、働き手の転
入促進・転出抑制を図りま
す。 

＜基本的方向＞ 
若い世代や転入希望者にとって魅力的なしごとの場を創出するため
に、本町の基幹産業である第 1次産業（農業・漁業）及び第 3次産業
（観光）を中心に、収益安定化や競争力の強化に向けた事業に取り組
みます。 
また、産業の担い手不足が深刻化しているため、新規就労者の支援
や人材育成等の「人づくり」を推進します。 

 
○方向性２ 

定住促進・島外からの移住受
入推進により、新しい人の流
れをつくります。 

＜基本的方向＞ 
島の魅力やしごとに関する情報を発信し、若い世代の転出抑制、大
学等への進学で転出した若い世代のUターン、首都圏や他の地域から
の I・J ターン及び専門技術を持った労働人材の転入促進を図ります。 

 
○方向性３ 

若い世代の結婚・出産・子育
て支援を行い、出生率の維
持・向上を目指します。 

＜基本的方向＞ 
出生率の維持・向上、核家族化、地域関係の希薄化、女性の就労率向
上による保育ニーズ等に対応し、安心して子どもを産み育て、子どもと
親が一緒に成長するための環境を整備し、妊娠期から子育て期まで切
れ目ない、きめ細かい事業を展開します。 
教育分野では、子どもたちが次世代を担っていく上で必要となる基
礎的・基本的な学力や多様で豊かな個性・想像力などの定着・向上を
目指し、環境整備や個別最適化された学びの提供を行います。 

 
○方向性４ 

活力のある安心・安全な地域
社会を形成することで暮ら
しやすいまちづくりを推進
します。 

＜基本的方向＞ 
住み慣れた地域で安心・安全に暮らすことができるまちづくりにつ
いて、健康長寿、環境保全、防災等、幅広い視点で取り組みます。 
また地域資源の活用により、地域の交流の場を創出し地域活性化に
つなげます。 
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第３章 長期的展望 

国の長期ビジョンに示された目標人口を踏まえながら、各種施策の実現可能性を加味し、以下の人
口を目標とします。 

 

令和 22年に人口 6,000 人 
令和 42 年に人口 4,500 人 

を目標とし、安定した人口規模の維持を目指します。 

 

第４章 基本的視点とその目標 

長期的展望に向けて、次の基本的視点を設定します。 
 
視点１：転出の抑制と転入の促進 

雇用環境の創出により、高校生の転出抑制を実現します。 
雇用環境の創出により、一定の社会人経験と技術を持った労働人材転入促進を実現します。 
 

視点２：子育て世帯のU・I・Ｊターン促進 
子育てしやすいまちづくりを推進し、子育て世帯のU・Ｉ・Ｊターン促進を図ります。 
子育てや教育環境に関する情報を発信し、子育て世帯の移住・定住サポートを実現します。 
 

視点３：合計特殊出生率の維持 
結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援・サポート体制を整え合計特殊出生率を維持します。 
地域コミュニティの再活性化により、地域と世帯で支えあう子育て環境を実現します。 
将来を担う子どもたちの教育環境の充実を図ります。 
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第５章 将来人口目標 

１ 将来人口シミュレーション 
前述の人口減少対策のポイントから、4 つのパターンで総人口及び年齢 3 区分別人口について推計
のシミュレーションを行います。 

 
【パターン１ 若年層のＵターン及び働き世代のU・I・J ターン促進】 
大学・短大・専門学校卒業等の男女の U ターン促進及び一定の社会人経験と専門技術を持った 20
代後半から 40代後半の男女の雇用促進を行うことで、高校卒業等により島外へ流出した働き手の転
入を見込むシミュレーションです。令和 2年以降 5 年ごとに 20～24 歳の男女各 5 名、25～29 歳の
男女各 5名、30～34 歳 5名（男女均等に加算）、35～39 歳 5 名（男女均等に加算）、40～44 歳の男
女各 5名、45～49 歳の男女各 5名を雇用すると仮定41します。 
【パターン２ 子育て世帯のＵ・Ｉ・Ｊターン促進】 
平成 27 年から平成 31年の 5年間は 9世帯移住したものと仮定し、令和 2年以降は 5年ごとに 15
世帯の 30 代子育て世帯の移住を見込むシミュレーションです。1世帯あたり 3人とし、世帯の内訳
は、30～34 歳男性、30～34 歳女性、0～5歳子ども（男女均等に加算）と仮定します。 
【パターン３ 合計特殊出生率の上昇】 
平成26年から平成30年の合計特殊出生率の本町平均2.00から人口置換水準である2.10へと徐々
に上昇させるシミュレーションです。合計特殊出生率を平成 27年から平成 31年の 5年間は 0.02 上
昇したものと仮定し、令和 2 年以降は 5 年ごとに 0.04 上昇させ、令和 12 年以降 2.10（定数）で推
計しています。 
【パターン４ パターン①＋②＋③】 
パターン①、パターン②、パターン③を合わせたシミュレーションです。 
 
※なお、本シミュレーションで用いる数値について、平成 27年の人口は実数を採用しています。 

  
3 つの基本的視点の目標を達成することにより、策を講じない場合（独自推計）の令和 42年の推計
値 3,456 人と比較して、1,000 人程度の人口増加が見込まれます。 

  

                                                       
41 平成 27 年から令和 2年については、Uターン給付型奨学金制度の実績（20 歳～24 歳の男女 2名）及び就農者支援事業の移住実績
（25～29 の歳男性 1名、35～39 歳の男性 1名、40～44 歳の男女各 1名とその子ども（0～4歳男性 1名、15～19 歳女性 1名）、45～
49 歳の男性 2名）を反映しています。 
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図表 107 将来人口シミュレーション結果 

 

 
図表 108 総人口推移 
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２ （パターン１）若年層のＵターン及び働き世代のU・I・J ターン促進 

 
図表 109 総人口推移（パターン１） 

 

 
図表 110 （参考）老年人口内訳（パターン１） 
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図表 111 年齢 3区分別人口の推移（パターン１） 

 
３ （パターン２）子育て世帯のＵ・Ｉ・Ｊターン促進 
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図表 113 （参考）老年人口内訳（パターン２） 

 

 
図表 114 年齢 3区分別人口の推移（パターン２） 
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平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

（ 人）

老年人口（ 65歳以上） 後期高齢人口（ 75歳以上）

11 .8 % 1 2 .3 % 1 2 .2 % 1 2 .1 % 1 1 .9 % 1 2 .1 % 1 2 .4 % 1 2 .8 % 1 3 .2 % 1 3 .4 %

5 1 .6 % 4 9 .1 % 4 8 .6 % 4 8 .5 % 4 8 .7 % 4 6 .7 % 4 6 .1 % 4 4 .9 % 4 4 .5 % 4 7 .7 %

3 6 .6 % 3 8 .7 % 3 9 .2 % 3 9 .4 % 3 9 .3 % 4 1 .2 % 4 1 .5 % 4 2 .3 % 4 2 .3 % 3 8 .9 %

0 %

1 0 %

2 0 %

3 0 %

4 0 %

5 0 %

6 0 %

7 0 %

8 0 %

9 0 %

1 0 0%

平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

年少人口（ 0～14歳） 生産年齢人口（ 15～64歳） 老年人口（ 65歳以上）
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４ （パターン３）合計特殊出生率の維持・上昇 

 
図表 115 総人口推移（パターン３） 

 

 
図表 116 （参考）老年人口内訳（パターン３） 
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平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

(人）

総人口（ 人） 年少人口（ ０ ～14歳） 生産年齢人口（ 15～64歳） 老年人口（ 65歳以上）

2 ,7 8 7 2 ,8 3 3
2 ,7 1 7

2 ,5 4 7

2 ,3 5 1
2 ,2 5 2
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1 ,0 00
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平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

（ 人）

老年人口（ 65歳以上） 後期高齢人口（ 75歳以上）
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図表 117 年齢 3区分別人口の推移（パターン３） 

 
５ （パターン４）パターン１から３まですべて実現した場合の推計 
転入転出の施策を施すことにより、人口約 4,500 人を維持することができます。 

 

 
図表 118 総人口推移（パターン４） 

 

1 1 .8 % 1 2 .1 % 1 1 .8 % 1 1 .5 % 1 1 .2 % 1 1 .1 % 1 1 .3 % 1 1 .6 % 1 1 .9 % 1 2 .0 %

5 1 .6 % 4 9 .1 % 4 8 .5 % 4 8 .2 % 4 8 .1 % 4 5 .7 % 4 4 .5 % 4 2 .9 % 4 2 .3 % 4 5 .7 %

3 6 .6 % 3 8 .8 % 3 9 .7 % 4 0 .2 % 4 0 .7 % 4 3 .2 % 4 4 .3 % 4 5 .5 % 4 5 .8 % 4 2 .3 %

0 %

1 0 %

2 0 %

3 0 %

4 0 %

5 0 %

6 0 %

7 0 %

8 0 %

9 0 %

1 0 0%

平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

年少人口（ 0～14歳） 生産年齢人口（ 15～64歳） 老年人口（ 65歳以上）
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2 ,3 5 1 2 ,2 6 0 2 ,1 1 1 2 ,0 0 6 1 ,8 7 9

1 ,6 3 5
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1 ,0 0 0
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3 ,0 0 0
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平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

（ 人）

総人口（ 人） 年少人口（ ０ ～14歳） 生産年齢人口（ 15～64歳） 老年人口（ 65歳以上）
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図表 119 （参考）老年人口内訳（パターン４） 

 

 
図表 120 年齢 3区分別人口の推移（パターン４） 
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平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

（ 人）

老年人口（ 65歳以上） 後期高齢人口（ 75歳以上）

11 .8 % 1 2 .3 % 1 2 .3 % 1 2 .3 % 1 2 .2 % 1 2 .4 % 1 2 .8 % 1 3 .1 % 1 3 .4 % 1 3 .5 %

5 1 .6 % 4 9 .1 % 4 8 .8 % 4 9 .1 % 4 9 .7 % 4 8 .1 % 4 7 .7 % 4 6 .9 % 4 6 .7 % 4 9 .5 %

3 6 .6 % 3 8 .6 % 3 8 .9 % 3 8 .6 % 3 8 .1 % 3 9 .5 % 3 9 .5 % 4 0 .0 % 3 9 .9 % 3 6 .9 %

0 %

1 0 %

2 0 %
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平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

年少人口（ 0～14歳） 生産年齢人口（ 15～64歳） 老年人口（ 65歳以上）
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2 9 0
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2 2 4
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5 2 8
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4 4 6
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6 7 3
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5 7 7
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1 7 1

0 1 0 0 2 0 0 3 0 0 4 0 0 5 0 0 6 0 0 7 0 0 8 0 0 9 0 0

0～4歳

10～14歳

20～24歳

30～34歳

40～44歳

50～54歳

60～64歳

70～74歳

80～84歳

90歳以上

（ 人）

17 1
1 8 7
2 1 1
1 9 9
1 6 8
1 8 3
2 0 9
2 0 2
2 0 0

1 4 4
3 0 1

3 7 2
4 0 1

5 1 4
3 9 5
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0 1 0 0 2 0 0 3 0 0 4 0 0 5 0 0 6 0 0 7 0 0 8 0 0 9 0 0

0～4歳

10～14歳

20～24歳

30～34歳

40～44歳

50～54歳

60～64歳

70～74歳

80～84歳

90歳以上

（ 人）
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1 3 6
1 4 9
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1 0 4
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1 8 3
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2 9 2
2 7 5
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0 1 0 0 2 0 0 3 0 0 4 0 0 5 0 0 6 0 0 7 0 0 8 0 0 9 0 0
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10～14歳

20～24歳
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0 1 0 0 2 0 0 3 0 0 4 0 0 5 0 0 6 0 0 7 0 0 8 0 0 9 0 0

0～4歳

10～14歳

20～24歳

30～34歳

40～44歳

50～54歳

60～64歳

70～74歳

80～84歳

90歳以上

（ 人）
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1 8 5
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1 5 5
1 7 4
2 1 6
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2 5 7
2 8 5
2 7 6
2 6 8
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3 1 9
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3 0 5
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1 8 5
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0～4歳

10～14歳
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80～84歳

90歳以上

（ 人）

６ 将来人口ピラミッドの比較 
策を講じない場合は、令和 22年、令和 42 年と、総人口が減少し、各世代の人口比率では、老年人
口が増加します。将来人口目標達成の場合では、総人口は減少するものの、減少度合いは低減され、
また、各世代の人口比率についても、現状よりバランスの取れた人口構成になります。 

 
 平成 27年 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 令和 42年独自推計（策を講じない場合）  令和 22年独自推計（策を講じない場合） 

 令和 42年将来展望（パターン４）  令和 22年将来展望（パターン４） 
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【独自推計と将来人口（パターン４）における令和 22年、令和 42 年の人口推移】 
 

 
 
 
 
 
  

独自推計

平成27年→令和22年 平成27年→令和42年

人口増減
7 ,6 1 3→5 ,2 0 0人

(-3 1 .7 % )

人口増減
7 ,6 1 3→3 ,4 56人

(-5 4 .6 % )

 0～4歳
290   →171   人

(-4 0 .9 % )

 0～4歳
290   →124   人

(-5 7 .2 % )

 5～14歳
608   →398   人

(-3 4 .5 % )

 5～14歳
608   →285   人

(-5 3 .1 % )

 1 5～19歳
224   →199   人

(-1 1 .2 % )

 1 5～19歳
224   →14 1   人

(-3 7 .1 % )

 2 0歳代
34 5   →351   人

(1 .7 % )

 2 0歳代
345   →221   人

(-3 5 .9 % )

 3 0歳代
755   →411   人

(-4 5 .6 % )

 3 0歳代
755   →275   人

(-6 3 .6 % )

 4 0歳代
965   →34 4   人

(-6 4 .4 % )

 4 0歳代
965   →353   人

(-6 3 .4 % )

 5 0歳代
966   →673   人

(-3 0 .3 % )

 5 0歳代
966   →403   人

(-5 8 .3 % )

 6 0～64歳
673   →401   人

(-4 0 .4 % )

 6 0～64歳
673   →191   人

(-7 1 .6 % )

 6 5～74歳
1 ,4 0 8→909  人

(-3 5 .4 % )

 6 5～74歳
1 ,4 0 8→402  人

(-7 1 .4 % )

 7 5歳以上
1 ,3 7 9→1 ,3 4 3  人

(-2 .6 % )

 7 5歳以上
1 ,3 7 9→1 ,0 6 1  人

(-2 3 .1 % )

将来人口（ パターン4 ）

平成27年→令和22年 平成27年→令和42年

人口増減
7 ,61 3→5 ,7 3 4人

(-2 4 .7 % )

人口増減
7 ,6 1 3→4 ,4 2 5人

(-4 1 .9 % )

 0～4歳
290   →232   人

(-2 0 .0 % )

 0～4歳
290   →197   人

(-3 2 .1 % )

 5～14歳
608   →4 80   人

(-2 1 .1 % )

 5～14歳
608   →402   人

(-3 3 .9 % )

 1 5～19歳
224   →222   人

(-0 .9 % )

 15～19歳
224   →185   人

(-1 7 .4 % )

 2 0歳代
345   →379   人

(9 .9 % )

 20歳代
345   →290   人

(-1 5 .9 % )

 3 0歳代
755   →4 87   人

(-3 5 .5 % )

 30歳代
755   →390   人

(-4 8 .3 % )

 4 0歳代
965   →4 68   人

(-5 1 .5 % )

 4 0歳代
965   →497   人

(-4 8 .5 % )

 5 0歳代
966   →775   人

(-1 9 .8 % )

 50歳代
966   →561   人

(-4 1 .9 % )

 6 0～64歳
673   →4 21   人

(-3 7 .4 % )

 60～64歳
673   →268   人

(-6 0 .2 % )

 6 5～74歳
1 ,4 0 8→917  人

(-3 4 .9 % )

 65～74歳
1 ,4 0 8→522  人

(-6 2 .9 % )

 7 5歳以上
1 ,37 9→1 ,3 4 3  人

(-2 .6 % )

 75歳以上
1 ,3 7 9→1 ,1 1 3  人

(-1 9 .3 % )
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Ⅱ．八丈町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

第 1部 第 1期総合戦略の検証結果 

第 1章 第 1 期総合戦略の検証について 

１ 第１期八丈町まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要 
第 1 期総合戦略は、平成 26 年 11 月に制定された国の「まち・ひと・しごと創生法」を受け、「市

町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」として平成 27年度に策定されました。八丈町における人口の
現状と将来展望を踏まえ、政策分野ごとの基本目標に対し、主な施策を定義し、それぞれの施策を実
現するための具体的な施策を定義しました。 
施策推進にあたっては、具体的な施策の効果を客観的に検証するため、効果を測るための指標とし
て重要業績評価指標（KPI：Key Performance Indicator）を設定し、その達成に向けて取り組みまし
た。 

 

基本目標 主な施策 具体的な施策 担当課・ 係

1-1 -1 . 八丈町農業担い手研修センターの拡充整備と情報発信 産業観光課産業係

1-1 -2 . 漁業担い手確保・ 雇用促進事業 産業観光課水産商工係

1-1 -3 . 農地利用集積の促進と遊休農地の解消 産業観光課産業係

1-1 -4 . 農産物の収穫量増加 産業観光課産業係

1-1 -5 . 島食材の学校給食への活用事業 教育課庶務係

1-2 -1 . 特産品販路拡大事業 産業観光課水産商工係

1-2 -2 . 黄八丈織物の後継者育成 産業観光課水産商工係

1-3 -1 . スポーツ合宿誘致事業 産業観光課観光係

1-3 -2 . 観光イベント による観光振興・ 地域活性化事業 産業観光課観光係

1-3 -3 . 八丈島観光戦略策定事業 産業観光課観光係

1-3 -4 . 八丈島インバウンド 観光推進 産業観光課観光係

1-3 -5 . 目的別マップ作成 産業観光課観光係

1-3 -6 . 文化財保全・ 活用計画の策定 教育課生涯学習係

1-3 -7 . 路線バス名所旧跡めぐり 企業課運輸係

1-4 . 新産業の育成 1-4 -1 . 地域再生可能エネルギー推進ロード マップの作成 企画財政課企画情報係

2-1 -1 . 八丈島おしごと掲示板（ W eb ） 企画財政課企画情報係

2-1 -2 . Ｕ ターン給付型奨学金制度の創設 教育課庶務係

2-2 -1 . 旧末吉小学校活用事業 企画財政課企画情報係

2-2 -2 . 移住定住サイト の設置 企画財政課企画情報係

2-2 -3 . 移住動画制作 企画財政課企画情報係

2-2 -4 . 移住ガイド ブッ ク作成 企画財政課企画情報係

2-2 -5 . 地域おこし協力隊の導入 企画財政課企画情報係

3-1 . 若い世代の結婚支 3-1 -1 . 婚活事業 産業観光課水産商工係

3-2 -1 . 町立八丈病院における産婦人科・ 小児科診療の維持 病院事務局

3-2 -2 . 妊婦・ 乳幼児・ 歯科健康診査の実施 福祉健康課保健係

3-2 -3 . 出産祝金支給事業 福祉健康課厚生係

3-2 -4 . 保育所待機児童ゼロを目指す（ 待機児童ゼロの維持） 福祉健康課厚生係

3-2 -5 . 子ども家庭支援センターの利用拡大 福祉健康課厚生係

3-3 -1 . 離島短期留学制度・ 都内中学生の都立八丈高等学校への進学推進 教育課庶務係

3-3 -2 . 小中一貫型教育推進事業・ 学力向上（ いじめ・ 不登校対策） 事業 教育課庶務係

3-3 -3 . 町立図書館の充実 教育課生涯学習係

4-1 -1 . 活力ある地域社会の形成 総務課庶務係

4-1 -2 . ごみ減量化と資源化推進等 住民課環境係

4-2 -1 . 災害に強いまちづく り事業 総務課庶務係

4-2 -2 . 介護職員初任者研修事業 福祉健康課高齢福祉係

4-2 -3 . 認知症サポーターの養成 福祉健康課高齢福祉係

4-2 -4 . 高齢者がいきいきと暮らす地域づく り 企業課運輸係

福祉健康課高齢福祉係

福祉健康課保健係

4-2 -5 . 八丈町がん検診受診勧奨事業 福祉健康課保健係

4-3 . 地域連携による

        振興策の推進

4-3 -1 . 島し ょ 地域の魅力発信事業 産業観光課観光係

2-2 . 移住の受入支援

4 . 活力のある安心・

    安全な地域社会の形成

2 . 定住促進・ 島外からの

   移住受入推進

3 . 若い世代の結婚・

　  出産・ 子育ての支援 3-2 . 子育てしやすい

        環境づく り

3-3 . 次代を担う

       子どもたちの

       教育の充実

4-1 . 暮らしやすい

        まちづく りの

        推進

4-2 . 安心して暮ら

       せる地域づく り

1 . 産業振興による安定

　  した雇用の創出

1-1 . 農林水産業の

        振興

1-2 . 中小企業の振興

1-3 . 観光産業の強化

2-1 . 定住・ 定着への

        支援
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図表 121 第 1 期総合戦略 具体的な施策一覧 
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２ 第 1期総合戦略における達成度の評価 
第 2期総合戦略の策定にあたり、まず第 1期総合戦略におけるこれまでの取組について、具体的な
施策に設定したKPI の達成状況を評価しました。評価にあたっては、各KPI について 5段階の評価基
準を設け、点数化しました。また、点数化に合わせ取組における成果、課題及び今後の方針を明確化
しました。 

 

 
図表 122 第 1 期総合戦略におけるKPI 達成度の評価 

 
なお、施策の効果を測るための指標であるKPI については、基本的に 1施策につき 1指標としてい
ますが、1 施策内で複数の指標を設定している場合があります。複数の KPI を持つ施策の目標達成／
未達の判断については、当該施策にて定めたKPI の中で半数以上が達成した場合に「達成」と判断し
ています。 

 
 
３ 八丈町総合開発審議会への第 1期総合戦略の検証結果に関する意見聴取 
外部有識者である「八丈町総合開発審議会」へ第 1期総合戦略の検証結果を提示し、総合的かつ客
観的な見地からこれまでの取組及び今後取り組むべき方向性について意見を聴取し、第 2期総合戦略
の策定に反映しました。 

  

【達成度の評価区分】 
５：現時点で目標を大きく超えた成果が表れている。 
４：現時点で目標を達成している。 
３：現時点で目標を達成していないが、平成 27年度の状況に比べ成果がみられる。 
２：現時点で目標を達成しておらず、平成 27年度の状況から変化がみられない。 
１：現時点で目標を達成しておらず、平成 27年度の状況を下回ってしまっている。 
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第２章 検証結果 

１ 基本目標１：産業振興による安定した雇用の創出 
 

【本目標に係る取組概要】 
「基本目標１：産業振興による安定した雇用の創出」では、産業振興と雇用の創出、活力あるまち
づくりのため、産業の担い手確保や、女性が活躍する製品加工や販売の支援、伝統工芸品「黄八丈」
の後継者育成、新たな観光資源を発掘するとともにインバウンド施策を推進した交流人口の増加、有
望資源である再生可能エネルギー「地熱」を活かした本町ならではの取組を実施しました。取り組む
にあたり、「農林水産業の振興」「中小企業の振興」「観光産業の強化」「新産業の育成」の 4つを主な
施策として掲げ、計 15の具体的な施策を推進しました。 
 
【本目標の達成状況及び評価概観】 
本目標に係る施策の KPI 達成状況については、6 割
の施策について達成できている状況です。 
「施策１：農林水産業の振興」については、目標をお
おむね達成できました。今後もさらなる拡大を目指し
ます。「施策２：中小企業の振興」については、いずれ
の施策も目標未達となっているものの、平成 27 年度
と比べ成果を上げています。「施策３：観光産業の振興」
については、7施策中、6施策にて目標を達成できました。今後については、新型コロナウイルス感染
症の影響により、来島者数が減少することが見込まれるため、対応方針を含め検討します。「施策４：
新産業の育成」については、現時点では未達となっています。 
 
 

 
 
施策とKPI 評価 

 
【主な施策１－１】農林水産業の振興 
重要業績 

評価指標(KPI) 
H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策１－１－１】八丈町農業担い手研修センターの拡充整備と情報発信 
八丈町農業担い手研修センターを拡充・整備します。また、農業系大学卒業者等への体験受入や就農の支援、島外で開
催している農業就業者募集イベント参加等による情報発信を実施することで、就農者数の増加を目指します。 

体験受入者数
［累計］ 

3 人 7 人 15 人 ５ 

体験受入者数は目標を達成しました。これら取組に
より、令和 2年度における本町での就農を目的とし
た移住者が 8人になりました。就農希望者の受入体
制が確立し、枠内での事業強化が可能になった事か
ら、就農者確保に向けたより具体的な施策を検討し
ます。 

6 0 %

4 0 %
【 内訳】

・ 施策１ ： ３ ／５

・ 施策２ ： ０ ／２

・ 施策３ ： ６ ／７

・ 施策４ ： ０ ／１
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重要業績 
評価指標(KPI) 

H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策１－１－２】漁業担い手確保・雇用促進事業 
漁業担い手確保協議会を設置し、漁業就業に関する情報を提供して、新規就業者の確保に努めます。また、島外で開催
している漁業就業者募集イベントに参加し、就業者増加の支援を図ります。 

体験漁業受入
者数［年間］ 

3 人 3 人 2 人 １ 

漁業体験を開催し、2人を受け入れることができま
した。目標に至りませんでしたが、2人のうち 1人
が就業しており、施策が有用であることが分かりま
した。今後も新規就業者不足を解消するため、継続
して事業を進めます。 

【具体的な施策１－１－３】農地利用集積の促進と遊休農地の解消 
農地台帳の精度を向上させ、地域の中心となる経営体（担い手）に農地の利用集積を実施することで、遊休農地の解消
を目指します。 

遊休農地率 29.6% 13.1% 15.1% ３ 

遊休農地の解消は目標には至りませんでしたが、平
成 27 年度と比べて成果が表れています。しかし、
島内の農地面積、農業者数からみて、これ以上の解
消は難しいと考えられます。今後は、農地の流動化
に注力する予定です。 

【具体的な施策１－１－４】農産物の収穫量増加 
栽培計画に基づく収穫量の確保、栽培施設の整備、加工技術の向上を図ることで、八丈フルーツレモン等の収穫量増加
を目指します。また、流通の仕組みづくり、六次産業化への展開も推進します。 

八丈フルーツ
レモン収穫量 

2.4t 7.0t 13.3t ５ 

八丈フルーツレモンの出荷実績は、目標を大きく超
えて平成 31 年で 13.3t となりました。今後、収穫
量の増加には、生産技術の確立、ブランド力強化、
販路の確立等が必要になるため、生産者の意向も考
慮し、新施策を実施します。 

【具体的な施策１－１－５】島食材の学校給食への活用事業 
島の食材を取り入れた安心安全な給食を提供する仕組みをつくり、子どもたちが郷土の良さを認識するとともに、提供
する生産者等にとっても、子どもたちの健全育成に貢献できるやりがい実感と収益確保の機会とすることを図ります。 

地産地消率
（金額 
ベース）42 

10.8% 15.0% 15.7% ５ 

新型コロナウイルス感染症の影響により、平成 31
年度 3月の学校給食は中止となりましたが、目標で
あった地産地消率 15.0％は達成しました。今後、さ
らに地産地消率を高めるために、既存取引先との関
係を継続しつつ、新メニュー開発に取り組みます。 

 
  

                                                       
42 当初は重量ベースで算出しましたが、重量の軽いムロ節等が数字に反映されないため、平成 29 年度より金額ベースに変更。 
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【主な施策１－２】中小企業の振興 
重要業績 

評価指標(KPI) 
H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策１－２－１】特産品販路拡大事業 
水産加工品の売上高増加のため、島外のイベント等での情報発信、販売促進パンフレットの作成、新商品開発と販路拡
大の支援を行い、販売力強化を目指します。 

外部専門家活
用による新商
品開発と販路
拡大の支援 

－43 
新商品開
発、販路
拡大支援 

販路開拓
リスト作
成、動画
制作、調
査による
課題・提
案整理 

３ 

外部専門家の協力のもと、新商品、販売促進ツール、
販路開拓リストの作成を行いました。また、テスト
販売、アンケート調査等から、今後の販売促進に向
けた課題と提案まで整理できました。 
これら取組により販路拡大について期待がもてる
ことから、本施策はここで一区切りとします。 

【具体的な施策１－２－２】黄八丈織物の後継者育成 
人材育成と各展示会へ参加する等、伝統工芸品である黄八丈織物の技術保存に努めながら、販売促進に取り組むこと
で、高齢化による担い手不足を解消します。 

組合員加入者
［累計］ 

2 人 10 人 9 人 ３ 

黄八丈織物組合への補助金を交付し、組合員加入者
の促進のために、人材育成、島外展示会への出展を
実施しました。目標であった組合員加入者 10人に
は未達となっているため、今後も新規従事者の確保
を継続します。 

 
【主な施策１－３】観光産業の強化 
重要業績 

評価指標(KPI) 
H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策１－３－１】スポーツ合宿誘致事業 
観光誘致策として、スポーツ合宿に対する情報発信を強化し、観光振興を図ります。その拠点施設として、屋内運動場
等の施設整備を検討します。また、2020 年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会との連携を検討します。 

スポーツ合宿
誘致数 

3 団体 10 団体 13 団体 ５ 

目標10団体に対して平成31年度で13団体誘致に
成功しました。しかし、新型コロナウイルス感染症
の影響で、3団体が中止になっており、誘致事業へ
の影響は避けられない状態です。今後の対応方法に
ついて検討します。 

【具体的な施策１－３－２】観光イベントによる観光振興・地域活性化事業 
町民や関係団体と協働した観光イベント開催を推進し、地域の活性化を図ります。 

イベント参加
者数 

5,977 人 6,276 人 878 人 １ 

本町において最も集客のあるイベント「八丈島フリ
ージアまつり」が、新型コロナウイルス感染症によ
り中止になった影響で、平成 31年度のイベント参
加者は 878 人と、目標値だけでなく平成 27年度の
実績を下回る結果になりました。住民や関係団体と
連携する観光イベントは地域の活性化にも寄与し
ているため、今後は感染症の状況を踏まえた上で本
施策を継続します。 

                                                       
43 新規事業のため「H27 年度状況」を「－」と表記しています。 
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重要業績 
評価指標(KPI) 

H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策１－３－３】八丈島観光戦略策定事業 
目的別来島者数調査を実施し、観光、ビジネス、島民の往来、その他の目的での来島者数を調査し、増減の原因究明と
対策を戦略的に行う観光戦略を策定することで、観光客数の増加を目指します。 

観光客数 7.9 万人 8.5 万人 8.7 万人 ５ 

観光戦略策定には至らなかったものの、目的別来島
者数調査を実施し、増減の原因究明とその対策を行
いました。取組の結果、新型コロナウイルス感染症
の影響で、平成 30 年度の観光客数 9.1 万人から減
少しましたが、平成 31 年度で観光客数 8.7 万人と
目標を達成しました。 

【具体的な施策１－３－４】八丈島インバウンド観光推進 
外国人に対する情報発信を進めるため、観光協会ホームページ及びパンフレットの英語化を推進します。旅行者の満足
度を高めるツールとして、情報通信網(Wi-Fi 等)の整備を行うことで、来島者誘致の活性化を図ります。また、外国語
通訳ボランティアの体制づくりに取り組みます。 

外国人観光客
数 

－44 100 人 
1,000 人 
(推定) 

５ 
外国人観光客向けに島内における観光案内標識の
多言語化や看板、パンフレットの翻訳を行いまし
た。また、平成 28年度には名古の展望、ふるさと
村にWi-Fi を設置しました。外国人観光客数の統計
は実施できていませんが、着実に増加しており、年
間約 1,000 人と推測されます。 

観光協会ホー
ムページ及び
パンフレット
の英語化 

－44 

観光協会
ホームペ
ージ及び
パンフレ
ットの英
語化 

標識の多
言語化、
看板・パ
ンフレッ
トの翻訳 

４ 

【具体的な施策１－３－５】目的別マップ作成 
来島者のニーズに合わせた複数の目的別マップを観光関係事業所と連携して作成し観光客増加を目指します。 

観光客数 7.9 万人 8.5 万人 8.7 万人 ５ 

平成 28年度にサイクリングマップを作成し、さら
に平成 31年度は、来島者のニーズに合わせた 5種
類のガイドブックを作成しました。今後もニーズに
即したガイドブックを作成することで観光客増加
を目指します。 

 
  

                                                       
44 新規事業のため「H27 年度状況」を「－」と表記しています。 
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重要業績 

評価指標(KPI) 
H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策１－３－６】文化財保全・活用計画の策定 
文化財保全と活用を行うための計画を策定します。情報発信も含め計画的に保全と活用を進めることで、島内外の人々
が島の良さを認識し、地域の活性化と交流人口の増加につなげます。また、歴史や文化遺産を総合的に把握し、活用す
るための歴史文化基本構想の策定も検討します。 

歴史文化基本
構想策定の検
討 

－45 

歴史文化
基本構想
策定の検
討 

保存活用
計画策
定、歴史
文化基本
構想の一
部を策定 

４ 

歴史文化基本構想の対象は広範囲に渡り現状では
策定が非現実的であること、文化財保護法の改正に
より個別で文化財の保存活用計画を策定できるよ
うになったことから、町の歴史・文化ゾーンの中心
として位置付けるべき八丈島歴史民俗資料館の保
存活用計画を策定しました。 
今後は、資料館の耐震化・展示構想を策定し、基本
構想に反映する予定です。また、資料館については、
令和 4 年度から 6 年度に工事を行い、令和 7 年度
に開館する予定です。 

【具体的な施策１－３－７】路線バス名所旧跡めぐり 
現行の運行体制のまま「バスで巡ることができる観光」を打ち出します。観光客へバスで巡ることができる八丈島の名
所旧跡をリーフレットで案内し、BU・S・PAの発行を促進させることで、観光客のバス利用者数と収益の増加を図り
ます。 

BU・S・PA
（バスパ） 
発行枚数 

1,574 枚46 1,774 枚 3,249 枚 ５ 

発行枚数 3,249 枚と目標値を大きく上回りました
が、バスで巡る観光目的ではなく”お得感”で購入す
る場合が多く、事業趣旨と差異が発生している状況
です。バスでの観光には、路線バスの利便性向上が
不可欠な状態となっており、今後は事業内容や手法
の改善を図る予定です。 

 
【主な施策１－４】新産業の育成 
重要業績 

評価指標(KPI) 
H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策１－４－１】地域再生可能エネルギー推進ロードマップの作成 
島のベース電源である地熱発電を核とし、島外からの燃料供給に頼らない「エネルギーの地産地消」を目指し、他の再
生可能エネルギー資源の活用も推進します。単に再生可能エネルギーの比率を上げるだけでなく、既存産業への波及、
災害対策との連携等、島の持続的な発展につながる活用のあり方をロードマップとして作成し、推進します。 

ロードマップ
の作成 

－47 
ロードマ
ップ作成 

未作成 ２ 

策定準備会を開催し、ロードマップの構成や観点等
を整理しました。しかし、新たな地熱発電事業の進
捗や八丈町基本構想との整合性を考慮した上でロ
ードマップを検討するため、予定より策定が遅れて
いる状況です。事業進捗を注視し、策定時期を見直
す必要があります。 

  

                                                       
45 新規事業のため「H27 年度状況」を「－」と表記しています。 
46 平成 26 年度の実績値を掲載しています。 
47 新規事業のため「H27 年度状況」を「－」と表記しています。 
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２ 基本目標２：定住促進・島外からの移住受入推進 
 

【本目標に係る取組概要】 
「基本目標２：定住促進・島外からの移住受入推進」では、島の魅力 PR による移住受入れの推進
や、若者のUターンを図る等、活力ある地域を形成するための取組を実施しました。 
取り組むにあたり、「定住・定着への支援」「移住の受入支援」の 2 つを主な施策として掲げ、計 7
の具体的な施策を推進しました。 
 
【本目標の達成状況及び評価概観】 
本目標に係る施策のKPI 達成状況については、約 3
割の施策について達成できている状況です。 
「施策１：定住・定着への支援」については、いず
れの施策も未達であるため、今後もさらなる情報周知
を目指し、検討を進めます。「施策２：移住の受入支
援」については、約半数の施策が目標を達成できてい
ます。また、目標未達の施策についても、効果がある
ことは確認できているため、施策の具体内容を見直し
つつ、さらなる推進を検討します。 
 
施策とKPI 評価 

 
【主な施策２－１】定住・定着への支援 
重要業績 

評価指標(KPI) 
H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策２－１－１】八丈島おしごと掲示板（Web） 
地域密着の「八丈島おしごと掲示板（Web）」を設立します。拡散している情報を一元的に集約することで島外からの
定住・移住を推進するとともに、情報を適切・的確に発信することにより、島内の安定した雇用環境の形成を図りま
す。 

八丈島おしご
と掲示板
（Web）の設
立 

運用 
開始  

掲示板の
活用（掲
載 12件） 

7 件受付 
掲載 

３ 

平成 27 年度におしごと掲示板の運用を開始し、目
標達成しました。しかし、平成 31 年度で掲載件数
7件と少なく機能しているとは言い難い状況です。
掲載希望件数が少ないため、さらに求人情報を集め
る方法を検討する必要があります。 

 
  

2 9 %

7 1 %

【 内訳】

・ 施策１ ： ０ ／２

・ 施策２ ： ２ ／５
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重要業績 
評価指標(KPI) 

H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策２－１－２】Ｕターン給付型奨学金制度の創設 
都立八丈高等学校、または大学等在学中の学費などの教育費の負担軽減を図り、八丈町へのＵターンを促進するための
奨学金制度を創設・運用します。 

Ｕターン給付
型奨学金の給
付者数 
［年間］ 

0 人 2 人 0 人 ２ 

目標の平成 31年度での制度利用者 2人には未達で
した。また、平成 27 年度から平成 31 年度の累計
でも利用者が 2名となっています。八丈高校への広
報活動に努めていますが、Uターン希望者の少なさ
や、習得した技能等を島内で活かせる職場が少ない
ため、制度利用者が少ない状況です。制度利用者確
保のため、専門技能習得者に対する島外での猶予期
間の延長について検討します。 

 
【主な施策２－２】移住の受入支援 
重要業績 

評価指標(KPI) 
H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策２－２－１】旧末吉小学校活用事業 
交流人口の増加、地域の活性化のために、島外の学生の合宿や人材育成、企業研修の場、町民の交流の場としての活用
を検討し、廃校利用の先駆的なモデル事業として利用者数の増加を図ります。 

利用者数 519 人 519 人 404 人 １ 

簡易宿泊所としての利用も見込んでいましたが、認
可が下りず、平成 30 年度の運用を見直したため利
用者数減に転じました。また、平成 31 年度は新型
コロナウイルス感染症により、利用実績は 404 人
と目標未達でした。雨天の多い本町にとって、天候
の影響を受けない観光施設の需要は高く、地域コミ
ュニティの拠点でもあることから、今後の活用方法
を検討します。 

【具体的な施策２－２－２】移住定住サイトの設置 
八丈町への移住定住に役立つ様々な情報を提供するサイトを立ち上げます。関連施策である「移住動画制作」、「移住
ガイドブック作成」、「地域おこし協力隊の導入」事業の情報を掲載し、移住定住の促進を図ります。また、移住希望
者への住まいの情報提供として、空き家バンク制度について検討します。 

サイトアクセ
ス数 

－48 36,000 件 14,000 件 ３ 

移住に関する情報提供のための Web サイトを平成
28 年度に立ち上げました。目標値に対して、サイ
トアクセス数 14,000 件と下回ってはいるものの一
定の関心があることが分かります。今後は、民間事
業者と協力して移住希望者のニーズに即したコン
テンツを拡充する予定です。 

  

                                                       
48 新規事業のため「H27 年度状況」を「－」と表記しています。 
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重要業績 
評価指標(KPI) 

H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策２－２－３】移住動画制作 
移住経験者の声や暮らしの様子、季節やイベント等、生活と地域に密着した動画を制作することで、移住希望者の支援
を行います。 

動画視聴回数 －49 600 回 6,000 回 ５ 

制作した動画を移住定住ページで公開したところ、
6,000 回の再生があり目標を達成しました。視聴は
されているものの、移住希望者への有用性の測定が
できていないため、今後は移住先として求められる
情報は何か意識してコンテンツ制作を継続します。 

【具体的な施策２－２－４】移住ガイドブック作成 
移住や島暮らしについて、実際の移住経験者の声や、移住に関する生活情報を掲載したガイドブックを作成します。ま
た、移住の相談を受け付け、移住希望者の支援を行います。 

相談件数 13 件 15 件 25 件 ５ 

移住に関する生活情報を掲載したガイドブックを
作成し、移住相談受付時に配布しました。ガイドブ
ックの内容についての反応も良好で、相談件数につ
いては目標値を大きく上回る成果を得ました。 

【具体的な施策２－２－５】地域おこし協力隊の導入 
地域ブランドや地場産品の開発・販売・PR等の地域おこし支援や、農林水産業への従事、地域協力活動を行いなが
ら、地域への定住・定着を図ることを目的とし、地域おこし協力隊員 2 名～3 名を委嘱します。 

地域おこし協
力隊員数 

－50 3 人 2 人 ３ 

平成 29 年度に、廃校利活用等で隊員を採用し、活
動を開始しました。平成 31 年度では、移住定住及
び大人のための社会塾担当を募集しましたが採用
に至らず、目標未達となりました。今後は、隊員の
任期満了にあわせ、次期隊員を順次募集し、また活
動内容の改善も図っていく予定です。任期満了後も
島内に定住し、地域活性化の一助となっていただけ
るよう、隊員とコミュニケーションを重ね、取組を
改善します。 

 
  

                                                       
49 新規事業のため「H27 年度状況」を「－」と表記しています。 
50 新規事業のため「H27 年度状況」を「－」と表記しています。 
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３ 基本目標３：若い世代の結婚・出産・子育ての支援 
 

【本目標に係る取組概要】 
「基本目標３：若い世代の結婚・出産・子育ての支援」では、若い世代の出会い・ふれあいの場と
しての婚活事業の実施及び結婚支援や、安心して子どもを産み育て、子どもと親が一緒に成長するた
めの環境整備、地域特性を活かした「思いやりのある人、社会に貢献しようとする人、個性と想像力
豊かな人」を育むため教育分野の事業等を実施しました。 
取り組むにあたり、「若い世代の結婚支援」「子育てしやすい環境づくり」「次世代を担う子どもたち
の教育の充実」の 3つを主な施策として掲げ、計 9の具体的な施策を推進しました。 
 
【本目標の達成状況及び評価概観】 
本目標に係る施策の KPI 達成状況については、健康
診査の受診勧奨等で成果があり、約 4 割の施策が達成
となりました。 
「施策１：若い世代の結婚支援」については、目標未
達であるものの、ある程度の効果（実績）は確認できて
います。「施策２：子育てしやすい環境づくり」につい
ては、目標をおおむね達成することができており、さら
なる拡大を目指します。「施策３：次世代を担う子どもたちの教育の充実」については、目標達成が 1
施策のみとなっておりますが、改めて施策内容及び目標を設定し、実現に向けて今後も推進します。 
 
施策とKPI 評価 

 
【主な施策３－１】若い世代の結婚支援 
重要業績 

評価指標(KPI) 
H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策３－１－１】婚活事業 
定住人口の増加のために、八丈島に嫁ぎたい島外独身女性を招き、島内独身女性も交え、島内独身男性との「出会い・
ふれあいの場」を設け、若い世代の結婚を支援します。 

カップル成立
数［年間］ 

12 組 10 組 3 組 １ 

平成 27 年度状況では 12 組となっており、目標の
毎年 10 組のカップル成立を達成していましたが、
年々カップル成立数が減少しています。平成 31 年
度については、目標未達となりましたが、島内人口
の減少軽減、少子化対策として、取組を改善します。 

 
  

4 4 %5 6 %
【 内訳】

・ 施策１ ： ０ ／１

・ 施策２ ： ３ ／５

・ 施策３ ： １ ／３
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【主な施策３－２】子育てしやすい環境づくり 
重要業績 

評価指標(KPI) 
H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策３－２－１】町立八丈病院における産婦人科・小児科診療の維持 
安心して子どもを産み育てる環境を守るため、産婦人科・小児科の医療スタッフを確保し、常設診療科として維持しま
す。 
産婦人科・小
児科を常設診
療科として維
持 

現状 
維持  

現状 
維持  

現状 
維持  

４ 産婦人科・小児科診療について、主に人材確保を実
施しました。平成 31 年度では目標に至らなかった
ものの、令和 2年度から産婦人科医師として任期付
職員を、また小児科についても常勤医師を雇用する
予定です。引き続き、他職種においても医療スタッ
フの充足を図り、常設診療科として維持します。 

産婦人科及び
小児科医療ス
タッフの雇用 

－51 
医療 
スタッフ
の雇用 

雇用に至
らず 

２ 

【具体的な施策３－２－２】妊婦・乳幼児・歯科健康診査の実施 
妊婦に対する健康診査として健康状態の把握、検査計測、保健指導、必要に応じた医学的検査を実施します。また、乳
幼児健康診査、歯科健康診査では、月齢・年齢に応じた健康診査を実施し、健やかな子どもの成長を支援します。 

乳幼児健診受
診率 

100.0% 100.0% 100.0% ４ 
母子手帳発行から町立病院と連携し、健康状態の把
握や支援体制の構築に努めました。その中で健康診
査の勧奨を行い、乳幼児健診で受診率 100％を達成
しました。一方で、歯科検診は 100％に未達となっ
ているため、未受診者への声掛け等の支援強化、転
入者への情報提供を行います。 

歯科健診受診
率 

98.9% 100.0% 98.8% １ 

【具体的な施策３－２－３】出産祝金支給事業 
次代を担う子どもの出産の喜びを分かち合い、出産者に祝意を表すために、出産祝金を支給します。これにより、合計
特殊出生率の増加や定住促進を図ります。また、自宅訪問時に保健師による母子の健康状態の確認を行い、子育ての不
安や相談に応じることで児童福祉の増進を図ります。 

出産祝金受給
率 

100.0% 100.0% 100.0% ４ 

出生子 1 人につき 50,000 円を出産祝金として支給
しており、毎年、受給権者へ 100％支給できました。
引き続き、子育て世代の経済的負担を軽減し、人口
増加と定住促進を図ります。 

【具体的な施策３－２－４】保育所待機児童ゼロを目指す（待機児童ゼロの維持） 
希望するすべての人が安心して子どもを預けて働くことのできる環境を整え、保育所待機児童ゼロを目指すための体制
を整備します。また、同一世帯のきょうだい児が同時期に入園している場合は、保育料を減免し、多子世帯の経済的負
担を軽減します。 

年間待機児童
数［年間］ 

0 人 0 人 4 人 １ 

待機児童 0を目標としましたが、慢性的な保育士不
足により、平成 31 年度において待機児童 4人が発
生しました。現在も保育士の募集や保育士資格取得
補助金の支給を実施していますが、継続して保育士
の確保に努め待機児童 0を目指します。 

 
  

                                                       
51 新規事業のため「H27 年度状況」を「－」と表記しています。 
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重要業績 
評価指標(KPI) 

H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策３－２－５】子ども家庭支援センターの利用拡大 
0 歳から未就学児の子どもと親を対象に交流の場を提供し、子育て情報の提供や一時預かり事業等を行います。また、
子どもや子育て家庭の抱える問題、不安や悩みの相談に応じ、子育て家庭の孤立化の防止や、社会全体で子育てに協力
できる地域づくりを進めます。 

交流ひろば利
用子ども数 

170 人52 187 人 170 人 ２ 

新型コロナウイルス感染症の影響で平成 31 年度 3
月に交流ひろばを閉鎖したこともあり、目標として
いた利用者数には未達となりました。子育て情報の
提供や一時預かり業務等、保護者ニーズに応えた事
業を展開しているため、これらを周知し利用者の増
加に向けて取り組みます。 

 
【主な施策３－３】次代を担う子供たちの教育の充実 
重要業績 

評価指標(KPI) 
H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策３－３－１】離島短期留学制度・都内中学生の都立八丈高等学校への進学推進 
島外の生徒の受け入れを推進し、島の高校教育活動をより充実させ、地域資源を活用した学習や、伝統・文化に触れる
機会等、島の特色を生かした学校教育により豊かな人間性を育みます。また、島の魅力を多くの島外者に知ってもら
い、島の振興及び活性化を図り、将来の島を支える人材の育成にも寄与します。 

進学者 0 人 2 人 1 人 ３ 
進学者やショートステイについても積極的に受け
入れていますが、ホームステイ先確保に苦慮する
等、課題が散見され、目標に至りませんでした。今
後は、父母もあわせて移住していただく等新たな
手法を取り入れる予定です。 

体験入学者 0 人 6 人 0 人 ２ 

ショートステ
イ 

0 人 1 人 0 人 ２ 

ミドルステイ 0 人 1 人 0 人 ２ 

【具体的な施策３－３－２】小中一貫型教育推進事業・学力向上（いじめ・不登校対策）事業 
各地域の特色に合った小中一貫型教育に取り組み、「考える力」の伸長や、郷土を愛する教育を推進します。小・中学
校の学力を向上させ、いじめや不登校の一因となる学業不振の対処も行い、道徳的な考え方や他者の気持ちを理解して
行動する態度を育てます。また、都立八丈高等学校等において、週 2回程度の理数活動を開催し、理数科への興味を深
める活動を行います。 
小学生平均点
（都平均との
比較） 

－53 
東京都平
均以上 

東京都平
均より下 

３ 
学力については、小中一貫教育を開始し、学力向上
に取り組みましたが、「全国学力・学習状況調査」
にて学校・教科によっては東京都平均を下回る結
果となりました。各学校にて「授業改善推進プラ
ン」を作成し、保護者への協力依頼した上で、さら
なる学力向上を目指します。また、いじめ・不登校
対策についても、学校のみならず関係機関と連携
して対応を進めました。 

中学生平均点
（都平均との
比較） 

－53 
東京都平
均以上 

東京都平
均より下 

３ 

  

                                                       
52 平成 26 年度の実績値を掲載しています。 
53 新規事業のため「H27 年度状況」を「－」と表記しています。 
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重要業績 
評価指標(KPI) 

H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策３－３－３】町立図書館の充実 
子どもの読書活動を推進するために、図書館機能の強化や施設の整備を進めます。魅力ある蔵書、映像メディアを増や
すことはもとより、「本に出会い、本を知る」、「本に親しみ、本を生かす」、「本と生き、本を伝える」ことができ
るように、読書活動、レファレンス業務を推進します。また、「第 2次八丈町子供読書活動推進計画」の策定に取り組
みます。 

利用者数 
14,774 人

54 
14,818 人 15,185 人 ５ 

来館者数は目標達成しました。「必要とする情報を
入手できる場」として意識してもらえるよう、今後
も図書館サービスを周知し、さらなる来館者数増加
に努めます。 

 
  

                                                       
54 平成 26 年度の実績値を掲載しています。 
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４ 基本目標４：活力のある安心・安全な地域社会の形成 
 

【本目標に係る取組概要】 
「基本目標４：活力のある安心・安全な地域社会の形成」では、住み慣れた地域で安心・安全に暮
らすことができるまちづくりを健康長寿、環境保全、防災等の幅広い視点で検討し、実施しました。 
取り組むにあたり、「暮らしやすいまちづくりの推進」「安心して暮らせる地域づくり」「地域連携に
よる振興策の推進」の 3つを主な施策として掲げ、計 8つの具体的な施策を推進しました。 
 
【本目標の達成状況及び評価概観】 
本目標に係る施策のKPI 達成状況については､5 割の施策が達成となりました。 
「施策１：暮らしやすいまちづくりの推進」については、2 施策のうち 1 つの施策では目標を達成
しています。目標未達の施策については、施策内容から
見直し、継続要否を検討します。「施策２：安心して暮
らせる地域づくり」については、2つの施策で目標達成
となっています。今後の超高齢社会を鑑みると全施策
が必要であるため、目標未達の要因を整理し、目標達成
に向けた検討を進めます。「施策３：地域連携による振
興策の推進」については、目標値を大きく超えて達成す
ることができました。 
 
施策とKPI 評価 

 
【主な施策４－１】暮らしやすいまちづくりの推進 
重要業績 

評価指標(KPI) 
H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策４－１－１】活力ある地域社会の形成 
活力ある地域社会を形成するため、八丈島の歴史・文化・地域の実情に精通し、課題解決できる人材を育成することを
目的として、職員研修を行い、町民主体の地域づくり推進担当者を育成します。 

地域づくり推
進担当者数 

－55 5 人 0 人 ２ 

各地区とのコミュニケーションの中で情報収集と
課題提起を行いましたが、地域づくり推進担当の育
成まで至りませんでした。現在の事業内容では、推
進担当者の構築は難しく、施策方針・存続について
検討する必要があります。 

  

                                                       
55 新規事業のため「H27 年度状況」を「－」と表記しています。 

5 0 %5 0 %
【 内訳】

・ 施策１ ： １ ／２

・ 施策２ ： ２ ／５

・ 施策３ ： １ ／１
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重要業績 
評価指標(KPI) 

H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策４－１－２】ごみ減量化と資源化推進等 
可燃ごみの分別・排出方法の周知・徹底を行い、資源ごみの回収を図るとともに、生ごみ堆肥化容器の無料貸与等によ
り、生ごみの排出抑制及び資源化を図る施策等を検討・実施します。また、ごみ処理問題協議会において町民参画を得
ながら、各種ごみ処理施設の整備更新を推進します。 

家庭系ごみ排
出量 

1,078 
g/人･日56 

1,049 
g/人･日 

1,048 
g/人･日 

５ 
平成 27 年度実績と比べ、ごみの排出抑制・資源化
を行うことができ、目標を達成しました。また、今
回の結果を受け、令和 6年度稼働予定の新クリーン
センターにおける焼却炉の規模をコンパクト化す
ることにしました。今後もPR強化や手数料の見直
し等、継続して施策を推進します。 

最終処分量 
474 
t／年 56 

474 
t／年 

370 
t／年 

５ 

 
【主な施策４－２】安心して暮らせる地域づくり 
重要業績 

評価指標(KPI) 
H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策４－２－１】災害に強いまちづくり事業 
災害に強いまちづくりを推進するため、避難所の充実や関係機関との連携により災害備蓄品を計画的に設置します。ま
た、防災情報等を掲載した冊子を作成し、全戸配布することにより、安心な暮らしを守るための防災意識を啓発しま
す。また、防災訓練への参加促進により、災害発生時の行動確認と関係機関及び町民との連携強化を図り、安心・安全
な地域づくりを進めます。 

防災訓練参加
者数 

202 人57 222 人 245 人 ５ 

防災訓練は、毎年各機関や住民の参加があり、目標
を達成しました。災害時に取るべき行動の周知と相
互協力体制の構築ができました。また、土砂災害ハ
ザードマップを作成し、住民に配布しました。 

【具体的な施策４－２－２】介護職員初任者研修事業 
高齢化が進み、介護サービスの需要が増大するなか、介護サービスを支える担い手の確保は急務であり、研修の実施に
より必要な人材の養成、確保を図ります。 

研修受講者数 18 人 25 人 9 人 １ 介護サービスを支える担い手確保のために、2年に
1回研修を実施しましたが、年々受講者が減少して
おり、目標未達となりました。また、資格未取得の
新規介護従事者についても、確保まで至っておら
ず、同様に目標未達となっています。一方で、資格
所有者が介護従事者になるケースが平成27年で11
人、平成 31 年度で 6人となっており、減少はして
いるものの、一定数介護従事者の確保ができていま
す。今後については、さらに研修受講者を集める手
段を検討し、介護従事者確保のための取組を継続し
ます。 

介護従事者数 
（資格未取得
の新規従事者
確保） 

0 人 5 人 0 人 ２ 

 
 

                                                       
56 平成 24 年度の実績値を掲載しています。 
57 平成 25 年度の実績値を掲載しています。 
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重要業績 
評価指標(KPI) 

H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策４－２－３】認知症サポーターの養成 
認知症サポーター講座を継続して開催し、認知症の人や高齢者の理解推進に取り組みます。学校教育での認知症の理解
推進についても、教育委員会と連携し取り組みます。 

認知症サポー
ター養成者数 

0 人 100 人 10 人 ３ 

目標値の 100 人には達成していませんが、毎年継続
的に講座を開催し、認知症の理解促進を図ることが
できている状況です。キャラバンメイトのスキルア
ップを図るとともに、引き続き講座の開催、理解促
進に努めます。 

【具体的な施策４－２－４】高齢者がいきいきと暮らす地域づくり 
高齢者が目標と自主性をもった介護予防を実施することで、日常生活を楽しくいきいきと暮らすことを目的に介護予防
事業を展開していきます。また、シルバーパスの普及を促進し、町営バスでの高齢者の外出・移動を増やし、高齢者の
元気づくりを推進します。 

自主活動グル
ープ設立数 

0 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 1 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 0 ｸﾞﾙｰﾌﾟ ２ 

広報活動の甲斐もあり、販売枚数の目標は達成しま
した。しかし、高齢者の外出・移動の機会が増えて
いるか検証ができておらず、事業に貢献しているか
は再考・調査を行う必要があります。また、老人ク
ラブを通じ、健康教室開催等で健康づくりへの意識
向上を図りましたが、目標の自主活動グループ設立
には至りませんでした。既存事業の周知を図りつ
つ、自主活動グループ設立に向けて取組を継続しま
す。 

シルバーパス
販売数 

459 枚58 470 枚 487 枚 ５ 

【具体的な施策４－２－５】八丈町がん検診受診勧奨事業 
がん検診受診率を向上させるため、がんの早期発見、早期治療の重要性の周知強化を行い、町民の健康管理の意識高揚
と健康寿命の延伸を図ります。 

がん検診受診
者数 

2,124 人59 2,374 人 2,273 人 ３ 

がん検診受診者数は平成 27 年度から増加がみられ
るものの、目標には未達となりました。現在は 5歳
刻みで受診勧奨を行っていますが、今後は、受診開
始から数年は受診勧奨が届くよう方法を変更する
等、目標達成に向けて実施方法を再検討します。 

 
【主な施策４－３】地域連携による振興策の推進 
重要業績 

評価指標(KPI) 
H27 年度 
状況 

H31 年度 
達成目標 

H31 年度 
実績 

達成度 各主管課評価 

【具体的な施策４－３－１】島しょ地域の魅力発信事業 
東京都多摩・島しょ地区で協力し、メディアで情報発信番組を制作する等により、観光振興、雇用確保、定住化を図り
ます。 

観光客数 7.9 万人 8.5 万人 8.7 万人 ５ 

モニターツアーの調査結果を踏まえた旅行商品造
成やブロガーによる周知等を実施しており、観光客
数増加に貢献しました。また、観光業に関わる第 3
次産業の就業人口は平成 22 年から平成 27 年で微
増しました。 

                                                       
58 平成 26年度の実績値を掲載しています。 
59 平成 26年度の実績値を掲載しています。 
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第 2部 第 2期総合戦略の基本目標・横断的な目標 

第1章 基本目標 

本町の目指すべき将来の方向を踏まえ、第 2 期総合戦略では政策分野ごとの 4 つの基本目標及び
2つの横断的な目標を設定します。 

基本目標 横断的な目標 
１. 産業振興による安定した雇用の
創出 

１.多様な人材が活躍す
る地域社会の形成 

２.地域における新技術
の活用・持続可能なまち
づくりの推進 
 

２. 定住促進・島外からの移住受入
推進 
３. 若い世代の結婚・出産・子育ての
支援 
４. 活力のある安心・安全な地域社
会の形成 

 
 
【総合戦略体系図】 

基本目標 施策の方向性 具体的な施策 担当課・係 

１ 
産業振興 
による安 
定した雇 
用の創出 

１-１ 
農林水産業の 
振興 

１-１-１ 新規就農者支援・確保事業 産業観光課産業係 
１-１-２ 漁業担い手確保・雇用促進事業 産業観光課水産商工係 
１-１-３ 農地流動化の促進 産業観光課産業係 
１-１-４ 八丈町農業生産額の増加 産業観光課産業係 
１-１-５ 島食材の学校給食への活用事業 教育課庶務係 

１-２ 
中小企業の振興 

１-２-１ 黄八丈織物の後継者確保・育成 産業観光課水産商工係 
１-２-２ 黄八丈織物の販売促進・認知向上 産業観光課水産商工係 

１-３ 
観光産業の強化 

１-３-１ スポーツ合宿誘致事業 産業観光課観光係 
１-３-２ 観光イベントによる観光振興・地域活性化
事業 

産業観光課観光係 

１-３-３ 団体集客事業 産業観光課観光係 

１-３-４ 文化財保全・活用計画の策定 教育課生涯学習係 

２ 
定住促進 
・島外か 
らの移住 
受入推進 

２-１ 
定住・定着への 
支援 

２-１-１ 八丈島おしごと掲示板（Web） 企画財政課企画情報係 

２-２ 
移住の受入支援 

２-２-１ 移住定住に関する情報発信 企画財政課企画情報係 
２-２-２ 移住相談 企画財政課企画情報係 
２-２-３ 地域おこし協力隊の導入 企画財政課企画情報係 
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基本目標 施策の方向性 具体的な施策 担当課・係 

３ 
若い世代 
の結婚・ 
出産・ 
子育ての
支援 

３-１ 
若い世代の結婚 
支援 

３-１-１ 婚活事業 産業観光課水産商工係 

３-２ 
子育てしやすい環
境づくり 

３-２-１ 妊婦・乳幼児・歯科健康診査の実施 福祉保健課保健係 
３-２-２ 出産・子育て関連支給事業 福祉保健課厚生係 
３-２-３ 保育所待機児童ゼロを目指す（待機児童ゼ
ロの維持） 

福祉保健課厚生係 

３-２-４ 子ども家庭支援センターの利用拡大 福祉保健課厚生係 
３-３ 
次代を担う 
子どもたちの 
教育の充実 

３-３-１ 学力向上事業 
 

教育課庶務係 

３-３-２ 町立図書館の充実 教育課生涯学習係 

４ 
活力の 
ある安心 
・安全な地
域社会の
形成 

４-１ 
暮らしやすい 
まちづくりの 
推進 

４-１-１ 活力ある地域社会の形成 総務課庶務係 
４-１-２ ごみ減量化と資源化推進等 住民課環境係 
４-１-３ 末吉多目的交流施設活用事業 企画財政課企画情報係 

４-２ 
安心して 
暮らせる地域 
づくり 

４-２-１ 災害に強いまちづくり事業 総務課庶務係 
４-２-２ 介護人材確保事業 福祉健康課高齢福祉係 
４-２-３ 認知症になっても安心して暮らせる 
地域づくり 

福祉健康課高齢福祉係 

４-２-４ 高齢者がいきいきと暮らす地域づくり 福祉健康課高齢福祉係 
４-２-５ 八丈町がん検診受診勧奨事業 福祉健康課保健係 
４-２-６ モバイル BU・S・PAの普及促進 企業課運輸係 
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第３部 第 2期総合戦略の具体的な施策 

第１章 横断的な目標の方向性 

 
横断的な目標１：多様な人材が活躍する地域社会の形成 
若者、高齢者、女性、障がい者、外国人等、地域の担い手であるすべての住民が主役として活躍
できるまちづくりを推進し、本町の内発的な発展につなげていくことを目指します。 
 
横断的な目標２：地域における新技術の活用・持続可能なまちづくりの推進  
人口減少による産業の担い手不足や地域特性による制約等、地域の社会課題を解決し生活の利便
性を向上させるため、Society5.060実現に向けた新技術を積極的に活用していきます。 
また持続可能な開発目標（SDGs）61の理念に沿い具体的な施策を実施することで、持続可能なま
ちづくりを推進すると共に、SDGs の目標達成に貢献します。 

 
 

第２章 基本目標の具体的な施策 

 
 
 
基本目標１：産業振興による安定した雇用の創出 
 
本町では、第 1 次産業（農業・漁業）及び第 3 次産業（観光）を 基幹産業としていま
す。第 1 次産業においては、島しょ部の特産品である花き類の生産 やキンメダイの漁獲
が盛んとなっていますが、農業・漁業ともに就業者の減少が顕著に なっています。また、
観光業においては、新型コロナウイルス感染症の影響により、今後 来島者数が著しく減
少することが予想されます。 
これらを鑑み、若い世代や転入希望者にとって魅力的なしごとの場を創出するため、特産品の生
産性向上や販路拡大に向けた施策の実施、団体客誘致のための情報発信に取り組み、産業の収益安
定化や競争力の強化を図ります。 
特に、深刻化する担い手不足解消のため、新規就労者の支援や人材育成等の「人づくり」を推進
します。 

  

                                                       
60 内閣府が提唱する IoT（Internet of Things）活用により経済発展と社会的課題の解決を両立していく新たな社会を目指した一連の
取組。 
61 2015 年 9月の国連サミットで採択された国際目標。2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指すため 17の目標が設定されて
いる。 

人づくり、 
 そして魅力発信 
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施策の方向性１-１ 農林水産業の振興 
 
本町の基幹産業である農林水産業の振 興のため、八丈町の資源や特産品を最大限活用し、

雇用対策・人材育成等に取り組むととも に、ICT を活用した第 1次産業の生産性の向上や高
付加価値化による競争力の強化を図りま す。 

 
【具体的な施策１－１－１】新規就農者 支援・確保事業 
新規就農者の確保のため、以下に取り 組みます。 
· 島外で開催している農業就業者募 集イベント等による情報発信を積極的に行います。 
· 農林水産振興財団と連携し、本町 独自の手法で農業体験事業に取り組みます。 
· 国や東京都の補助事業を活用しな がら、八丈町農業担い手育成研修センターを拡充し、

就農希望者の受入体制の向上に努 めます。 

重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 
新規就農者数［累計］ 9 名 29 名（4名／年） 
 
【具体的な施策１－１－２】漁業担い手確保・雇用促進事業 
· 漁業担い手確保協議会を設置し、漁業就業に関する情報を提供して、新規就業者の確保に努

めます。 
· 島外で開催している漁業就業者募集イベントに参加し、就業者増加に向けた支援を行います。 
· 就業決定時には町営住宅の照会サポートを行います。 

重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

新規就業者数［年間］ 1 名 2 名 
 
【具体的な施策１－１－３】農地流動化の促進 
· 農地仲介制度等に取り組むことで農地流動化を促進し、効率的かつ安定的な農業経営の育成

を図ります。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

農地流動化面積［累計］ 10ha 35ha（5ha／年） 
 
【具体的な施策１－１－４】八丈町農業生産額の維持 
· 花き切葉のブランド化等の各種事業をバランスよく実施し、八丈町農業生産額の維持を目指

します。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

八丈町農業生産額［累計］ 18 億円 108 億円（18 億円／年） 
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【具体的な施策１－１－５】島食材の学校給食への活用事業 
· 地元生産者と関係機関の連携を強化し、島の食材を取り入れた安心安全な給食を提供するこ

とで地産地消率の向上を図り、子供たちの健全育成への貢献と生産者の収益確保を目指しま
す。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

地産地消率（金額ベース）［年
間］ 

14.2% 16.0% 

 
 
 
施策の方向性１-２ 中小企業の振興 
 
本町の伝統工芸品である黄八丈織物について、高齢化による後継者不足を解消し、技術の保護に

努めます。また、ブランド化や PR 活動に取り組み、黄八丈織物の認知及び収益性の向上を目指し
ます。 
 
【具体的な施策１－２－１】黄八丈織物の後継者確保・育成 
· 新規従事者の確保と人材育成に取り組むことで、伝統工芸品である黄八丈織物の技術を保存

するとともに、高齢化による担い手不足を解消します。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

新規従事者数［年間］ 1 名 2 名 
 
【具体的な施策１－２－２】黄八丈織物の販売促進・認知向上 
· 黄八丈織物のブランディング戦略策定や各展示会への参加等島外 PR に取り組むことで、黄

八丈の認知度向上を目指します。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

黄八丈織物の販売額［年間］ 46,789 千円62 47,000 千円 
 

                                                       
62 令和 2年度状況は、令和 2年 4月から令和 3年 1月までの 10 ヶ月間での実績値を設定しています。 
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施策の方向性１-３ 観光産業の強化 
 
観光産業の振興のため、スポーツ合宿誘致や観光イベント等を継続するとともに、新型コロナウ

イルス感染症を受けた新しい生活様式やMICE63を念頭に置いた取組を行い、交流人口の維持・増加
を目指します。また、島内の移動手段、自然環境や文化財の観光資源としての活用により、魅力的
な観光地を目指します。 

 
【具体的な施策１－３－１】スポーツ合宿誘致事業 
· 観光誘致策として、スポーツ合宿の情報発信として SNS(Facebook)を活用し、観光振興を図

ります。 
· 野球、サッカーの他、既存の施設(南原スポーツ公園、富士グランド、学校体育館等)を活用

し、様々な種目のスポーツ合宿をサポートすることで関係人口の拡大を図ります。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

スポーツ合宿誘致数［年間］ 3 団体を誘致、4 団体が誘致
予定 
（新型コロナウイルス感染症
により11団体がキャンセル） 

13 団体 

 
【具体的な施策１－３－２】観光イベントによる観光振興・地域活性化事業 
· 町民や関係団体と協働した観光イベント開催を推進し、地域の活性化を図ります。 
· 新型コロナウイルス感染症対策として、可能なものはオンライン大会を実施します。 

重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

主要イベント参加者数［年間］ 564 人 
・ロードレースオンライン大
会：564 人参加 
・フリージアまつり：開催未
定64 

5,800 人 

 
【具体的な施策１－３－３】団体集客事業 
· 団体観光誘致策として、団体ツアー（10名以上）を実施する事業者に対し、貸切バス使用料

の一部補助等の支援を行います。 
· 地方空港からのチャーター便を誘致し、団体ツアー数の増加を図ります。 

重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

団体ツアー補助実績数［年間］ 121 ツアー（2月時点） 280 ツアー 
 

                                                       
63 企業等の会議、企業等の行う研修旅行、国際機関や学会等が行う国際会議、展示会・見本市などのビジネスイベントの総称。 
64 フリージアまつりは実施予定であるものの、新型コロナウイルス感染症の状況を見て判断する。 
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【具体的な施策１－３－４】文化財保全・活用計画の策定 
· 文化財保全と活用を行うための計画を策定します。 
· 保全と活用と並行して文化財データベース公開等の情報発信を行うことで、島内外の人々に

島の良さを認知させ、地域の活性化と交流人口の増加につなげます。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

歴史民俗資料館来館者数に占
める旅行者の割合［年間］ 

80.9% 85.0% 

 
 
 
 
 
基本目標２：定住促進・島外からの移住受入推進 
 
本町では、平成24年から転入が減少傾向となっており、平成28年から転出超過が続いています。

活力ある地域形成を図るため、島の暮らしやしごと情報を発信することで、特に大学進学等で転出
した若い世代や専門技術を持った労働人材の移住を促進します。 
また、観光産業による交流人口の拡大が難しいことから、本町への新しい人の流れをつくるため、

関係人口の創出に取り組みます。 
 
 
施策の方向性２-１ 定住・定着への支援 
 
転出超過が顕著であることから、しごとの魅力や求人等の情報発信を行うことで定住・定着を図

ります。 
 
【具体的な施策２－１－１】八丈島おしごと掲示板（Web） 
· 島内の安定した雇用環境の形成による定住・定着の推進を目的に、求人情報を募集しWeb へ

掲載します。 
· 掲載終了時に採用状況について調査を行うとともに、再掲載もしくは新規掲載をご案内しま

す。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

八 丈 島 お し ご と 掲 示 板
（Web）による採用件数［年
間］ 

0 件 5 件 

 
 
 
施策の方向性２-２ 移住の受入支援 
 

訪れる島から 
住む島へ 
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ICT を活用し、島での暮らしや住まい等の情報発信を行うとともに、移住希望者からの相談を受
け付けることで移住促進を図ります。また、地域おこし協力隊を採用し、地域協力活動による活性
化を図るとともに、本町への移住・定住を目指します。 
また、新型コロナウイルス感染症の影響によるリモートワーク需要拡大を受けたワーケーション

65やサテライトオフィス66等の長期滞在に資する取組を検討し、将来的な移住に繋げます。 
 
【具体的な施策２－２－１】移住定住に関する情報発信 
· Web サイトや動画コンテンツを活用し、移住定住希望者のニーズに沿った目的別の情報提供
を行うことで、本町への移住者増加を図ります。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

移住相談者における移住定住
サイト閲覧数［年間］ 

3 件 20 件 

 
【具体的な施策２－２－２】移住相談 
· 移住や島暮らしについて、随時相談を受け付けます。 
· 相談者へ提供する移住ガイドブックの内容を適宜更新します。 
· 空き家利活用を目的として実態調査を行い、移住希望者へ有用な情報を提供する仕組みを検
討し、定住促進に繋げます。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

移住相談者のうち、実際に移
住した件数［年間］ 

5 件 10 件 

 
【具体的な施策２－２－３】地域おこし協力隊の導入 
· 地域おこし支援、移住者受入支援、地域協力活動を行う地域おこし協力隊員 3名を委嘱しま
す。 

· 八丈町への移住・定住を目的とし、地域おこし協力隊員へのサポートを検討します。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

地域おこし協力隊員任期終了
後の定住人数［累計］ 

1 名 4 名 

 
  

                                                       
65 ワーク（仕事）とバケーション（休暇）を組み合わせた造語。休暇先などの環境のよい場所で働く労働形態。 
66 企業や団体の本社や本拠地から離れた場所に設置する小規模のオフィス。 
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基本目標３：若い世代の結婚・出産・子育ての支援 
 
若者の多くは、結婚・出産・子育てを含む人生への夢を持っています。若い世代の出会い・ふれ

あいの場として婚活事業を行い、結婚を支援します。 
また、出生率の維持・向上、核家族化、地域関係の希薄化、女性の就労率向上による保育ニーズ

等に対応し、安心して子どもを産み育て、子どもと親が一緒に成長するための環境を整備し、妊娠
期から子育て期まで切れ目のない、きめ細かい事業を展開します。 
教育分野では、次世代を担っていく上で必要となる基礎的・基本的な学力や多様で豊かな個性・

想像力等の定着・向上を目指し、環境整備や個別最適化された学びの提供を行います。 
 
 
施策の方向性３-１ 若い世代の結婚支援 
 
未婚者が抱える早期結婚への望みを叶えるべく、婚活事業を主催し島内・島外の未婚者が出会う

場を提供します。また結婚を契機とした本町への移住・定住者の獲得を目指します。 
 
【具体的な施策３－１－１】婚活事業 
· 八丈島に嫁ぎたい島外独身女性を招き、島内独身女性も交え、島内独身男性との「出会い・

ふれあいの場」を設け、若い世代の結婚を支援します。 
· 新型コロナウイルス感染症拡大による「新しい生活様式」への対応として、オンライン婚活

等の実施を検討します。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

カップル成立数［累計］ 新型コロナウイルス感染症に
より中止 

10 組（2～3組/年） 

 
 
 
施策の方向性３-２ 子育てしやすい環境づくり 
 
出生率の維持・向上に向けて、出産・子育てに関する金銭的支援及び医療サービス・子育て支援

サービスの拡充・提供に取り組みます。また社会全体で子育てに協力できる地域づくりを推進しま
す。 

 
  

郷土愛育む、 
島のゆりかご 
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【具体的な施策３－２－１】妊婦・乳幼児・歯科健康診査の実施 
· 妊婦健康診査、乳幼児健康診査を実施し、ブックスタート事業にも取り組むことで健やかな
子どもの成長を支援します。 

· 幼児に対する歯科健康診査として歯の状態の把握、歯ブラシ指導を実施します。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

妊婦健診・乳幼児健康診査の
満足度［年間］ 

満足度調査未実施 80% 

う蝕者率［年間］ 10% 8% 
 
【具体的な施策３－２－２】出産・子育関連支給事業 
· 出産祝金を支給し、合計特殊出生率の維持・向上や定住促進を図ります。 
· 支給の自宅訪問時に保健師による母子の健康状態の確認を行い、子育ての不安や相談に応じ
ることで児童福祉の増進を図ります。 

· とうきょうママパパ応援事業を活用し、妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援を提供します。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

受給者の満足度［年間］ 満足度調査未実施 90% 
 
【具体的な施策３－２－３】保育所待機児童ゼロを目指す（待機児童ゼロの維持） 
· 民間人材紹介企業を活用した保育士募集の拡大、再雇用支援・臨時雇用者の正式採用促進や
町の補助制度を活用し人員確保に努め、保育所待機児童ゼロを目指すための体制を整備しま
す。 

· 同一世帯のきょうだい児が同時期に入園している場合は、保育料を減免し、多子世帯の経済
的負担を軽減します。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

待機児童数［年間］ 6 名 0 名 
 
【具体的な施策３－２－４】子ども家庭支援センターの利用拡大 
· 0 歳から未就学児の子どもと親を対象に交流の場を提供し、子育て情報の提供や一時預かり
事業等を行います。 

· 子育て世代包括支援センターとの連携を図り、子どもや子育て家庭の抱える不安や悩みの相
談に応じ、子育て家庭の孤立の防止や、社会全体で子育てに協力できる地域づくりを進めま
す。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

利用者満足度［年間］ 満足度調査未実施 90% 
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施策の方向性３-３ 次世代を担う子どもたちの教育の充実 
 
基礎的・基本的な学力や多様で豊かな個性・想像力等の定着・向上を目指し、環境整備や個別最

適化された学びを提供します。またGIGA スクール構想67の実現を推進します。 
 
【具体的な施策３－３－１】学力向上事業 
· 教員の加配等により少人数クラスでの授業等を実施することで、基本的な学力をしっかりと

身に付けられるよう、学力向上を目指した教育を推進します。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

小学生平均点［年間］ 
新型コロナウイルス感染症に
より学力調査中止 

全国学力学習状況調査のすべ
ての教科において全国平均を
上回る 

中学生平均点［年間］ 
新型コロナウイルス感染症に
より学力調査中止 

全国学力学習状況調査のすべ
ての教科において全国平均を
上回る 

 
【具体的な施策３－３－２】町立図書館の充実 
· 子どもの読書活動を推進するために、図書館機能の強化や施設の整備を進めます。「本に出

会い、本を知る」、「本に親しみ、本を生かす」、「本と生き、本を伝える」ことができる
ように、読書活動、レファレンス業務を推進します。 

· 「第 3次八丈町子供読書活動推進計画」の策定に取組みます。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

上半期利用者数［年間］ 上半期 3,179 人 上半期 8,000 人68 
 
  

                                                       
67 誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化され、創造性を育む学びを実現するため、「1人 1台端末」と学校における高速通信
ネットワークを整備する構想のこと。 
68 令和 2年度は新型コロナウイルス感染症により利用者数が大幅に減ったため、それ以前の水準を基に目標値を設定しています。 
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基本目標４：活力のある安心・安全な地域社会の形成 
 
住みなれた地域で安心・安全に暮らすことができるまちづくりを健康長寿、環境保全、防災等、

幅広い視点で取り組みます。特に、超高齢社会である本町において、高齢者がいきいきと暮らすこ
とが出来る地域社会を形成します。また交流人口増加や地域活性化に向けて、地域資源の活用を検
討していきます。 
 
 
施策の方向性４-１ 暮らしやすいまちづくりの推進 
 
地域課題を解決できる人材の育成や環境に配慮したクリーンなまちづくりを推進し、より暮らし

やすいまちを目指します。また地域資源を活用し交流の場を創出することで、地域の活性化につな
げます。 

 
【具体的な施策４－１－１】活力ある地域社会の形成 
· 職員研修を行い、地域課題解決に向けた政策の企画立案ができる人材を育成します。 

重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

職員による施策の作成数（政
策会議等への政策立案件数）
［年間］ 

4 件 10 件 

 
【具体的な施策４－１－２】ごみ減量化と資源化推進等 
· 可燃ごみの分別・排出方法の周知・徹底・生ごみ堆肥化容器の無料貸与等により、資源ごみ

の回収や生ごみの排出抑制及び資源化を図る施策等を検討・実施します。 
· ごみ処理問題協議会において町民参画を得ながら、各種ごみ処理施設の整備更新を推進しま

す。 
· 新クリーンセンター建設と現施設跡地活用等による資源化の推進を図るとともに、排出量に

応じた適正な処理手数料負担を求めることにより、ごみ減量化や資源化等を推進します。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

家庭系ごみ排出量［年間］ 1,016.29ｇ/人・日 998.00ｇ/人・日 
ごみ総排出量［年間］ 4,006.89ｔ/年 3,827.72ｔ/年 
最終処分量［年間］ 395.81ｔ/年 375.89ｔ/年 
 

  

いつも、
いつまでも 
島で暮らす 
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【具体的な施策４－１－３】末吉多目的交流施設活用事業 
· 交流人口の増加、地域の活性化のために、企画展示や地域交流の催しを行うほか、新たな活

用を検討し利用者数の増加を図ります。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

利用者数［年間］ 42 人 500 人 
 

 
 
施策の方向性４-２ 安心して暮らせる地域づくり 
 
島しょ地域で頻発する災害を中心に対策を講じるこ とで、町民が安心して暮らせる地

域づくりを推進します。また超高齢社会にある本町の 状況を鑑み、介護サービスや関連
施設の整備・拡充に取り組むことで、高齢者になって もいきいきと暮らせる地域を形
成していきます。 

 
【具体的な施策４－２－１】災害に強いまちづくり事 業 
· 災害に強いまちづくりを推進するため、避難所 の充実や関係機関との連携によ

る災害備蓄品の計画的設置、センサーやドロー ン等のICTを活用した土砂災害対
策を実施します。 

· 国土強靭化地域計画を作成し、地域防災計画と連動することで、安心・安全な地域づくりを
進めます。 

· 町民に対しては、新たな災害種別のハザードマップを全戸配布することにより防災意識を啓
発し、各地域の特性に合わせた災害種別の防災訓練を実施することで、町民の自助・共助の
意識向上を図ります。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

防災訓練後の個別防災講話件
数［年間］ 

1 件 5 件 

防災ツールを活用した自助活
動実施者数［年間］ 

30 名 150 名 

 
【具体的な施策４－２－２】介護人材確保事業 
· 介護サービスを支える担い手の維持・確保に向けて、将来的な就労も見据えた介護職員初任

者研修を実施します。また、資質の向上のための支援も行います。 
· 介護が必要になっても住み慣れた地域の中で暮らし続けることができるよう介護基盤の維持

を図ります。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

研修受講者数［年間］ 6 名69 10 名 

                                                       
69 研修は隔年で実施しているため、平成 31年度の状況を記載しています。 
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重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

介護従事者就業者数［年間］ 171 名 171 名 
 
【具体的な施策４－２－３】認知症になっても安心して暮らせる地域づくり 
· 認知症サポーター講座等を開催し認知症の人や高齢者の理解推進のための取組を継続します。 
· 徘徊高齢者ネットワーク事業や地域支援事業に基づく認知症総合支援等を実施し、認知症に
なっても安心して暮らせる地域づくりを進めます。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

認知症サポーター養成数［年
間］ 

52 名 50 名 

 
【具体的な施策４－２－４】高齢者がいきいきと暮らす地域づくり 
· 高齢者が目標と自主性をもって日常生活を楽しくいきいきと暮らすため、地域の中で自主活
動グループを支援します。 

· 高齢者の雇用機会創出や就労支援等、生涯現役促進の観点から関係機関との連携を図ります。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

高齢者実態調査におけるほぼ
毎日外出する高齢者の割合
［年間］ 

34.5% 50% 

65 歳健康寿命（要介護 2）の
東京都平均との差70［年間］ 

男性：-0.2971 
女性：-0.58 

男女共に±0 

シルバー人材センター会員数
［年間］ 

274 人 274 人 

 
【具体的な施策４－２－５】八丈町がん検診受診勧奨事業 
· がんの早期発見、早期治療の重要性の周知強化（広報掲載や老人クラブでの呼びかけ、年代
別勧奨通知送付等）を行い、町民の健康管理の意識高揚と健康寿命の延伸を図ります。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

精密検査受診率［年間］ 

胃がん 71.0% 
肺がん 93.3% 
大腸がん 78.9% 
乳がん 85.7% 
子宮頸がん 100.0% 

全項目 90% 

 
  

                                                       
70 八丈町平均値－東京都平均値で算出しています。 
71 令和 2年に公表された平成 30年の数値を記載しています。 
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【具体的な施策４－２－６】モバイルBU・S・PAの普及促進 
· 購入者の利便を図ると同時に、新型コロナウイルス感染症の収束が不透明な中、BU・S・PA
購入時の接触機会を最小限にするためモバイルBU・S・PAの普及を目指します。 

· 購入データの分析・有効活用について検討します。 
重要業績評価指標(KPI) 令和 2年度状況 令和 7年度達成目標 

モバイル BU・S・PA の発行
割合72［年間］ 

25% 50% 

 

  

                                                       
72 モバイル BU・S・PAの発行数／BU・S・PAの総発行枚数で算出しています。 
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第３章 関連計画との紐づけ 

 
１ 基本計画との紐づけ 
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基本目標

施策の方向

性

具体的な施

策

1-1-1

新規就農者

支援・ 確保

事業

1-1-2

漁業担い手

確保・ 雇用

促進事業

1-1-3

農地流動化

の促進

1-1-4

八丈町農業

生産額の増

加

1-1-5

島食材の学

校給食への

活用事業確

保事業

1-2-1

黄八丈織物

の後継者確

保・ 育成

1-2-2

黄八丈織物

の販売促

進・ 認知向

上

1-3-1

スポーツ合

宿誘致事業

1-3-2

観光イベン

ト による観

光振興・ 地

域活性化事

業

1-3-3

団体集客事

業

1-3-4

文化財保

全・ 活用計

画の策定

（ １ ）

水道・ 水資

源

(2 )

電気・ 自然

エネルギー

(3 )

情報通信 ● ●

(4 )

空港・ 湾岸 ●

(5 )

道路・ 交通

(6 )

生活排水処

理

(7 )

町営住宅・

空き家対策

●

(8 )

関係人口・

移住定住推

進

● ● ● ●

(9 )

自然公園・

自然環境

(1 0 )

公園

(1 1 )

景観

(1 2 )

防犯

(1 3 )

防災

(1 )

社会福祉

(2 )

医療・ 保健

(3 )

環境・ 衛生

(4 )

消費生活
●

(1 )

学校教育

(2 )

社会教育、

文化・ ス

ポーツ活動

の振興

●

(3 )

コ ミ ュニ

ティ 活動

(4 )

伝統文化・

歴史の振興
● ● ●

(1 )

農業
● ● ● ●

(2 )

林業

(3 )

水産業
●

(4 )

観光業
● ● ● ●

(5 )

商工業・ 建

設業

● ●

(6 )

新産業

(1 )

行政 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

(2 )

財政

(3 )

機構
● ● ● ●

総

合

戦

略

産

業

１

産業振興による安定した雇用の創出

行

財

政

・

機

構

基

本

計

画

都

市

基

盤

生

活

1-1

農林水産業の振興

1-2

中小企業の振興

1-3

観光産業の強化

文

化

・

教

育
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基本目標

施策の方向

性

2-1

定住・ 定着への支

援

3-1

若い世代の結婚支

援

具体的な施

策

2-1-1

八丈島おしごと

掲示板（ W eb）

2-2-2

移住定住に関する

情報発信

2-2-3

移住相談

2-2-4

地域おこし

協力隊の導入

3-1-1

婚活事業

3-2 -1

妊婦・ 乳幼児・ 歯

科健康診査の実施

3-2 -2

出産・ 子育て

関連支給事業

3-2 -3

保育所待機児童ゼ

ロを目指す（ 待機

児童ゼロの維持）

3-2 -4

子ども家庭

支援センターの利

用拡大

（ １ ）

水道・ 水資

源

(2 )

電気・ 自然

エネルギー

(3 )

情報通信 ● ● ●

(4 )

空港・ 湾岸

(5 )

道路・ 交通

(6 )

生活排水処

理

(7 )

町営住宅・

空き家対策

●

(8 )

関係人口・

移住定住推

進

● ● ● ● ● ● ● ● ●

(9 )

自然公園・

自然環境

(1 0 )

公園

(1 1 )

景観

(1 2 )

防犯

(1 3 )

防災

(1 )

社会福祉
● ● ●

(2 )

医療・ 保健
●

(3 )

環境・ 衛生

(4 )

消費生活

(1 )

学校教育

(2 )

社会教育、

文化・ ス

ポーツ活動

の振興

(3 )

コ ミ ュニ

ティ 活動

(4 )

伝統文化・

歴史の振興

(1 )

農業
●

(2 )

林業
●

(3 )

水産業
●

(4 )

観光業
●

(5 )

商工業・ 建

設業

●

(6 )

新産業
●

(1 )

行政 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

(2 )

財政

(3 )

機構
● ● ●

行

財

政

・

機

構

基

本

計

画

都

市

基

盤

生

活

2-2

移住の受入支援

文

化

・

教

育

総

合

戦

略

３

若い世代の結婚・ 出産・ 子育ての支援

産

業

２

定住促進・ 島外からの移住受入推進

3-2

子育てしやすい環境づく り
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図表 123 第 2 期総合戦略と八丈町基本計画との紐づけ 

基本目標

施策の方向

性

具体的な施

策

3-3-1

学力向上事業

3-3-2

町立図書館の充

実

4-1-1

活力ある地

域社会の形

成

4-1-2

ごみ減量化

と資源化推

進等

4-1-3

末吉多目的

交流施設活

用事業

4-2-1

災害に強い

まちづく り

事業

4-2-2

介護人材確

保事業

4-2-3

認知症に

なっても安

心して暮ら

せる地域づ

く り

4-2 -4

高齢者がい

きいきと暮

らす地域づ

く り

4-2 -5

八丈町がん

検診受診勧

奨事業

4-2-6

モバイル

BU・ SU・

PAの普及促

進

（ １ ）

水道・ 水資

源

(2 )

電気・ 自然

エネルギー

(3 )

情報通信

(4 )

空港・ 湾岸

(5 )

道路・ 交通 ● ●

(6 )

生活排水処

理

(7 )

町営住宅・

空き家対策

●

(8 )

関係人口・

移住定住推

進

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

(9 )

自然公園・

自然環境

(1 0 )

公園

(1 1 )

景観

(1 2 )

防犯

(1 3 )

防災
●

(1 )

社会福祉
● ● ●

(2 )

医療・ 保健
●

(3 )

環境・ 衛生
●

(4 )

消費生活

(1 )

学校教育
●

(2 )

社会教育、

文化・ ス

ポーツ活動

の振興

●

(3 )

コ ミ ュニ

ティ 活動

● ● ●

(4 )

伝統文化・

歴史の振興

(1 )

農業

(2 )

林業

(3 )

水産業

(4 )

観光業

(5 )

商工業・ 建

設業

(6 )

新産業

(1 )

行政 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

(2 )

財政
●

(3 )

機構
● ●

４

活力のある安心・ 安全な地域社会の形成

行

財

政

・

機

構

基

本

計

画

4-2

安心して暮らせる地域づく り

都

市

基

盤

生

活

3-3

次世代を担う 子どもたちの教育の

充実

4-1

暮らしやすいまちづく りの推進

文

化

・

教

育

総

合

戦

略

３

若い世代の結婚・ 出産・ 子育ての

支援

産

業
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２ SDGsとの紐づけ 
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図表 124 第 2 期総合戦略と SDGs との紐づけ 
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